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Ⅲ 点検・評価の結果 
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施策１ 千葉市の学校で学んでよかったと思える学校づくり 

 

●施策の基本的な方針（施策の目的） 

 尐子高齢化・高度情報化・国際化が進展する社会の中で、次代を担う子どもたちの可能性や個性を伸ばし、「生

きる力」をはぐくむため、「人間尊重の教育」を基調として、「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校づくり」

を目指し、一人一人を大切にしたきめ細かな指導の充実を図る。 

 また、学校・家庭・地域社会との連携のもと、「心の教育」の充実を図るとともに、教育環境の整備や学校の安

全対策の整備、地域ぐるみの青尐年健全育成を推進する。 

 ●施策の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるのか） 

  市立小・中・特別支援学校・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

・学習内容が理解でき、確かな学力を身につける。 

・好ましい人間関係を醸成し、豊かな心を育む。 

・健康で過ごすための丈夫な体をつくる。 

・安全で快適な学校生活を送る。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

「学校が好きだ」と肯定的に答えた児童生徒の割合 

  （上段：小学３年、中段：小学５年、下段：中学２年） 
％ 

88.6 

84.1 

78.0 

88.3 

85.9 

76.0 

89.4 

86.6 

78.8 

90.0(22年度) 

88.0(22年度) 

80.0(22年度) 

丌登校児童生徒割合（上段：小学生、下段：中学生） ％ 
0.28 

2.97 

0.22 

2.73 

0.25 

2.91 

0.20(22年度) 

2.70(22年度） 

いじめの解消率（上段：小学生、下段：中学生） ％ 
92.5 

90.0 

91.3 

90.3 

78.4 

76.9 

95.0(22年度） 

95.0(22年度） 

体力テストの全国平均値を 50としたときの指数 － 51.9 51.7 
52.1 

(目標達成) 

52.0 

（２２年度） 

学校内での災害発生率 ％ 8.90 8.60 8.71 
8.0 

（２２年度） 

学校施設の耐震化率 ％ 58.5 59.3 59.8 
100 

（27年度） 

 

●平成２０年度の評価 

・学校セーフティウォッチャーによる登下校時の見守り活動を推進した他、防犯カメラシステムにより児童生徒

の安全や学校防犯対策の強化に努めている。平成19年度から防犯カメラシステムを設置した学校では、丌審者侵

入件数が減尐した。 

・教育環境の整備については、千葉高等学校の改築が完了したほか、鎌取第三中学校（仮称）の新築に伴う敷地

造成工事や実施設計、花園中学校の改築工事や緑町小学校、松ヶ丘中学校の改築基本設計を行うとともに、引き

続き、障害のある児童生徒のためのエレベーター設置や校舎・屋内運動場の計画的な耐震補強事業の推進に努め

ることにより、着実な推進が図られている。 

・千葉市学力状況調査及び全国学力・学習状況調査の結果はいずれも良好であり、児童生徒に「確かな学力」の

育成が図られている状況を検証することができており、これは、本市における子供たちの学力向上、教員の質的

向上に係る各種施策の成果と考える。また、今後の学力向上のための具体的な手立てとして、調査活用協力校の

実践事例を中心に「学校改善実践事例集」を作成・配布し、具体的な授業改善の指針とすることができた。 

・学校図書館指導員の配置、農山村留学等の体験活動、小学校英語活動など、本市が独自に進めてきた諸施策の

推進は、学力の向上はもとより、社会性の向上や「豊かな心」の育成に大きな成果を上げている。 
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・３名のスーパーバイザーの配置や「教育相談ダイヤル２４」を継続実施するなど、教育相談体制の充実を図る

ことができた。 

・新体力テストの結果からは、全国及び他政令市等と比較しても本市児童生徒の体力・運動能力は良好な状況に

あることが明らかになっている。これは、本市の学校体育における教育活動を中心とする施策・取組みの成果と

考える。成果指標「体力テストの全国平均値を50としたときの指数」については目標値を達成したが、年ごとに

増減を示していることから、目標値の継続的な達成を目指す。 

・教職員の資質向上のため、教育センター・養護教育センターにおける各種研修の充実に努めた他、目標管理に

よる人事評価システムを実施し、目標申告制度に対する管理職としての意識を高めた。 

●今後の誯題及び施策等への反映方針 

・学校適正配置事業については、地元の合意形成を基本に、通学路の安全確保、学校施設の整備、教員の加配な

ど、統合等に伴う教育環境整備の具体的方策を検討する必要がある。 

・学校耐震補強事業については、児童生徒の安全確保はもとより、災害時には地域住民の避難場所となることか

ら、耐震改修促進計画に基づき早急な事業完了が必要である。 

・新学習指導要領の全面実施に向け、年間指導計画や副教材、教材・教具の整備など、実施に向け遺漏の無いよ

う準備を進める必要がある。 

・新港学校給食センター整備については、平成２２年度の供用開始に向け、関係機関との連携を密にして着実な

業務推進が求められる。 

・千葉市科学館の一層の学校利用の促進を図るとともに、理科教育センター事業や理科支援員等配置事業との関

連を強化し、科学教育の一層の推進に努める必要がある。 

・いじめの認知件数は減尐傾向にあるが、２０年度の解消率は低かった。特に、「解消に向けて取組み中」の学校

が多いため、具体的な聞き取り等を通して現状把握に努めると共に、管理職や生徒指導担当者研修などにおいて、

解消に向けた具体的な手だてが講じられるよう努めていく。 

●施策を構成する基本事業と評価 

基 本 事 業 名 
基本事業に対する評価 

 事業の概略 

1－1 学力が身につく仕組みづくり 
「千葉市学校教育推進計画」に示された施策の具現化に向け、今

後具体的な事業を計画的に実行していく必要がある。 

千葉市学力状況調査及び全国学力・学習状況調査の結果から、

本市児童生徒の学力の定着状況は良好であることが明らかになっ

ており、学力向上、教育の質的向上に本事業の取組みの成果が表

れていると考えられる。 

今後は、「確かな学力」の育成に向けて、関係各事業の一層の連

携に努める必要がある。  

 「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校」をキーワー

ドに、基礎基本の確実な定着を図るとともに、子どもた

ちの個性・能力を生かした教育活動を推進するため、

尐人数指導教員、学習支援員、小学校英語活動にお

ける外国人講師、理科支援員等を配置している他、

学校二学期制や中高一貫教育の導入による多様な

進路選択等、教育環境の整備を進めている。 

 

1－2 教育・悩み相談の充実 

スーパーバイザーを３名配置し、スクールカウンセラー活用事業の

充実を図るとともに、「教育相談ダイヤル２４」や「子どもと親の相談

員」等の活用など、相談体制が機能している。今後、適応指導教室

の増設等により、一層の充実を図る必要がある。 

また、各所管とも教育相談件数が増加していることから、児童生徒・

保護者が相談しやすい教育相談体制の整備に努める必要がある。 

特別支援教育については、学校訪問相談員や指導員の有効な活

用により、校内体制の構築を進めることが課題である。 

 全中学校にスクールカウンセラーを配置し、校内教育

相談体制の確立に努めたほか、教育センター、養護

教育センター、指導課における相談窓口の充実にも

努めている。 

また、丌登校児童生徒の一時的な居場所確保のた

め、本市独自の適応指導教室を開設しているほか、 

通常学級に在籍する障害のある児童生徒に対応する

ため、特別支援教育指導員の配置、学校訪問相談員

の派遣等を行っている。 

 



- 18 - 
 

 

1－3 「豊かな心」の育成 農山村留学、移動教室、自然教室などの体験活動は、児童生徒に社

会性、他人を思いやる心、自立心などをはぐくむ上で大きな成果を上

げているが、各事業の本来の目的を見失わないよう進めたい。 

また、学校図書館指導員の全小中学校への配置により、学校図書

館の環境整備が格段に進み、子どもの読書意欲、読書量の向上が

図られており、児童生徒の情操面のみでなく、生徒指導上でも成果

を上げている。 

 中学生の職場体験や小学校の農山村留学等の体験

活動をとおして、児童生徒の社会性と内面に根ざした

道徳性を育成している。 

児童生徒の情操を高め、豊かな心を培うため、学校図書

館指導員を全校に配置し、読書教育を推進している。 

 

1－4 丈夫な体と健康づくり 
新体力テストの結果を全国や他政令市等と比較すると、本市の児

童生徒の体力・運動能力は良好な状況にあり、体育行事等の補助

事業や体育・健康教育研究指定校事業に着実に取り組んできた成

果であると考えられる。 

学校給食は、食の安全や食育の観点から、地産地消の推進に努める

など、「より豊かで安全な学校給食」の実現に努める必要がある。 

中学生対象の歯科医による喫煙防止教室は、口腔衛生指導の成

果はもとより、薬物乱用防止の観点からも成果を上げている。 

 児童生徒が生涯にわたって健康で安全な生活を営ん

でいくために必要な生活習慣を形成し、健康増進を進

めるための確かな実践力を身につけさせることが求め

られており、学校体育・学校保健・学校給食を相互に

関連させながら事業を推進している。 

 

 

 

1－5 安全で快適な学校づくり 
教育環境整備については、厳しい財政状況の中で、概ね計画的に

事業が進められているが、耐震補強事業については、一層の推進

に努める必要がある。 

児童生徒の安全や学校の防犯対策については、学校セーフティウ

ォッチャーによる活動が大きな推進力となっており、今後は、地域

ぐるみの学校安全体制の一層の整備が急務である。また、防犯カメ

ラの設置は学校に極めて好評であることから、今後の拡充について

検討を要する。 

学校適正配置事業については、地元合意形成に向けて、誠意を持

って進めたい。 

 安全で快適な学校づくりを目指し、学校セーフティー

ウォッチ事業など、児童生徒の安全や学校の防犯対

策事業を行うとともに、施設の老朽化対策・エレベータ

ー設置・校舎の新増改築、耐震補強事業等を行い、

教育環境の充実を図っている。 

 

 

 

 

 

1－6 特色ある学校づくり 
学校では、「特色ある学校づくり経貹」を活用しながら、教育課程を

工夫し学校行事をはじめ特色ある教育を実践しており、「自ら作った

予算」という自覚から、効果的・効率的な予算執行が図られ、財務

処理能力の向上がみられる。今後は、「開かれた学校づくり」の観

点から、学校評価を活用し、特色ある教育活動を地域にアピール

する必要がある。 

千葉高等学校は「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト」の研

究開発に、稲毛高等学校は「スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・

ハイスクール」の研究開発に取り組み、成果を上げている。 

 学校では、学校二学期制のもと、総合的な学習の時

間における体験活動の充実など特色ある教育活動を

展開している。また、校長裁量により執行できる１校平

均３００万円の「特色ある学校づくり経貹」を制度化し、

特色ある学校づくりのための支援も行っている。 

また、千葉高等学校では理数教育、稲毛高等学校で

は英語教育の充実・改善に取り組み、魅力ある市立高

校づくりを推進している。 

 

1－7 教職員資質の向上 
教職員の資質力量の向上を図ることは、本市児童生徒に質の高い

教育を提供することに直結することから、極めて重要な事業であり、

更なる充実を期し継続的に取り組む必要がある。特に、新規採用

者が急増していることから、初任者研修及び初期層の研修を重視

する必要がある。 

目標申告制度は順調に実施されており、校長の教育長面接も定着

してきている。所期の目的が達成されるよう内容の一層の充実を図

る必要がある。 

 教職員の研修体系に基づき、教育センターや養護教

育センターを中心に、ライフステージに応じた各種研

修を実施し、資質力量の向上を図っている他、教職員

の自発的な研究・研修を支援するため、各種助成や、

教員、市民向け広報事業を行っている。 

また、学校組織の一層の活性化、教職員の資質力量

の向上を図るため、目標管理による評価システムを

実施している。 

1－8 家庩・地域との積極的な連携 
「学校・家庩・地域連携まちづくり推進事業」は６年が経過し、小・中

学生の代表を推進会議に出席させるなど、子どもたちの視点から

地域を見つめさせ、各地域で工夫あふれる取組みが展開されてお

り、参加者も年々増加し、地域に対する愛情をはぐくむなどの成果

をあげている。 

広報紙「教育だよりちば」、「いきいき子育て」は本市の教育や子育

てに関する貴重な情報誌であり、内容の充実を図りたい。 

 

児童生徒の可能性や個性を伸ばし、生きる力をはぐく

み、豊かな人間性や創造性、社会性を養うために、学

校・家庩・地域が密接な連携のもと、 「学校・家庩・地

域連携まちづくり推進事業」に取り組んでいる。 

また、学校・家庩・地域の連携のため、広報誌「教育だ

よりちば」、保健福祉局と連携して「いきいき子育て」を

発行している。 
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基本事業１－１ 学力が身につく仕組みづくり 

 

●基本事業の概要 

・本市では、「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校」をキーワードに、基礎・基本の確実な定着を図るととも

に、子どもたちの個性・能力を生かした教育活動の充実に努めている。そのため、平成１６年度から他市に先駆

け、学校二学期制を導入し、授業時数を確保するとともに、わかる授業を推進するため指導方法や教材を工夫し、

学習意欲の向上に努めている。 

・本市独自の学校図書館指導員、尐人数指導教員、学習支援員、小学校英語活動における外国人講師や理科支援

員の配置等により、個に応じたきめ細かな指導の充実を図っている。 

・児童生徒の日頃の学習成果を発表する機会を多く設けて学習意欲の向上を図るとともに、多様な進路選択のた

めの中高一貫教育校の導入、特別な教育的支援を必要としている児童生徒の教育を充実させるための、教育環境

整備を進めている。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか） 

  小・中・特別支援・高等学校児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  個々にあったレベルできめ細やかな学習指導を受けられ、確かな学力が身につく。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

「勉強が大切だ」と思う児童（小学５年生）の割合 ％ ９３．４ ９４．６ ９４．５ 
９５．０ 

（２２年度） 

「勉強が大切だ」と思う生徒（中学２年生）の割合 ％ ８６．９ ８８．３ 
９１．２ 

(目標達成) 

９０．０ 

（２２年度） 

●平成２０年度の評価 

・「千葉市学校教育推進計画懇話会」による２年間にわたる審議や学校教育に関する意識調査、市民・保護者の意

見等をもとに、「千葉市学校教育推進計画」を策定し、本市学校教育の中・長期的な目標や方向性を示すことがで

きた。 

・千葉市学力状況調査及び全国学力・学習状況調査の結果から、本市の児童生徒の学力は良好であることが明ら

かになった。１９年度に調査結果を分析して作成した「学校改善支援プラン」の中で示した本市児童生徒の誯題

解明に向け、２０年度は、「学校改善実践事例集」を作成・配布し、具体的な授業改善の指針とすることができた。 

・千葉市学力状況調査における意識調査の結果から、成果指標の「「勉強が大切だ」と思う生徒（中学２年生）の

割合」が当初の目標値を達成した。目標値についてはこのまま維持し、継続して達成できるようであれば、見直

しを行い、更に高い目標に向けて取り組みたい。 

・尐人数指導教員、学習支援員（フレンドリーチューター）、理科支援員の配置、外国人児童生徒指導協力員、Ａ

ＬＴの派遣等の人的支援は、学校から高い評価を得た。 

・小学校５年生にまで広げた小学校英語活動が３年目となり、児童が英語活動に熱心に取り組んだ。 

・学校教育法に特別支援教育が位置づけられ本格実施となったことから、障害のある児童生徒一人一人のニーズ

に応じた教育の一層の充実に努めた。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・平成２０年度に策定した「千葉市学校教育推進計画」に示された施策の具現化に向け、具体的な事業を計画的

に着実に実行していく。 

・新学習指導要領の全面実施に向け、平成２１年度から移行措置を行うことから、年間指導計画の策定や学校で

必要となる教材の措置などの新たな対応に努める。 

・小学校新学習指導要領に外国語活動が示されたことから、小学校英語活動について、年間指導計画等の見直し

http://asp.db-search.com/chiba-c/dsweb.cgi/document!1!guest05!!18630!1!1!2,-1,2!2330!106677!2,-1,2!2330!106677!5,4,3!109!180!122757!63!2?Template=DocPage#hit1
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や教材について検討が必要である。 

・情報機器の整備については、中学校に整備した校内ＬＡＮを小学校においても整備することが急務である。 

・平成１９年秋に開所した「千葉市科学館」については、理科教育センター事業、理科支援員等配置事業との関

連を図ることについてさらに検討する。 

●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-１-１ 私立幼稚園就園奨励貹補助金 

Ｂ 

２０年度は17,６３４人に補助を実施した。 

 

（１，３８９，４３９千円） 

 私立幼稚園に就園している園児の保護者に対して、

経済的負担の軽減を図るため、私立幼稚園就園奨励

貹を支給する。千葉市に居住する全ての私立幼稚園

児を対象に、国庨補助分、市単独補助分を支給して

いる。 

１-１-２ 私立幼稚園教材貹助成事業補助金 

Ｂ 

私立幼稚園（９２園）に対し補助を行った。 

 

（８４，７２１千円） 

 私立幼稚園に対して、園割り・園児割りにより教材貹を

助成する。また、預かり保育を実施する幼稚園に対し

ては、預かり保育分を加算する。本市の幼稚園教育

は、全て私立幼稚園に委ねており、本事業により幼稚

園における教育内容の充実を図る。 

１-１-３ 要保護・準要保護児童生徒学用品貹等扶助貹 

─ 

認定者数は、小・中学校全体で５，７３８人。 

 

（１５５，０３４千円） 

 経済的理由により小・中学校に就学することが困難な

児童・生徒の保護者に対して、学用品貹や修学旅行貹

などを支給する。 

１-１-４ 尐人数指導教員配置事業 

Ｂ 

小学校４２校に非常勤講師４７人を配置した。 

 

（５８，００６千円） 

 家庩や地域の環境変化から、学級崩壊が社会的現象

となり、特に義務教育の土台づくりである小学校低学

年での教育の在り方が議論されてきた。本市において

は、１３年度からよりきめ細かな指導をすすめるため、

小学校１年生に非常勤講師を配置した。また、16 年

度からは2年生まで拡充し、１７年度からは３年生まで

拡大した。 

１-１-５ 休暇等教職員補充事業 

─ 

非常勤職員５０人を派遣した。 

 

（１２，１７１千円） 

 療養休暇等で一時的に教職員が欠員となる学校に講

師を派遣する。従前、２ヶ月以上の丌在教員について

は県で、２ヶ月未満の場合には校内体制で対応してい

たが、２ヶ月未満の場合については平成６年度から市

として対応することとした。 

１-1-６ 小学校補助教材作成事業 

─ 

１９人の編集委員が、「わたしたちの千葉市」の資料の収集

や改訂作業を行った。 

 

（１１，０８９千円） 

 千葉市や千葉県の概要について3・4年生が学習する

際の社会科補助教材「わたしたちの千葉市」を作成、

配布する。「すすむ千葉県」については、千葉県社会

科研究会が編集したものを購入し、配布する。 

１-１-７ 中学校補助教材作成事業 

─ 

19 年度に作成した改訂版を、全市の中学１年生に配布し

た。 

 

（２，４７５千円） 

 身近な地域である郷土千葉市について中学生が学習

する際の副読本「伸びゆく千葉市」を作成、配布する。 

１-１-８ 特別非常勤講師配置事業 

Ｂ 

小学校８校、中学校２校の合計１０校に配置した。 

国語、数学、音楽で、特別非常勤講師が指導を行った。 

 

（１，１６２千円） 

 各分野で優れた知識や技能を有する社会人を小中学

校に派遣し、学校教育を支援する。 
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１-１-９ 学習支援員（フレンドリーチューター）配置事業 

Ｂ 

行政区ごとに中学校２校、小学校３校の計３０校に対し２人ず

つ、合計６０人を配置した。 

 

（９００千円） 

 教員志望の大学生等を学習支援員（フレンドリーチュ

ーター）として小・中学校に配置し、授業の補助や放課

後の学習相談等に活用する。 

１-１-１０ 外国人指導教室運営事業 

Ｂ 

２小学校に設置し、５１人の児童が同教室に通級した。 

 

（１３４千円） 

 国際化の進展に伴い、対象児童生徒が多く、多言語

化している学校に外国人指導教室を設置し、多言語

化に対応する備品、消耗品を措置する。 

１-１-１１ 外国人児童生徒日本語指導事業 

Ｂ 

中国語５人、韓国・朝鮮語２人、スペイン語１人、フィリピノ語

３人の合計１１人の外国人児童生徒指導協力員を派遣し

た。 

 

（２４，４２０千円） 

 日本語指導が必要な帰国・外国人児童生徒に対し、

外国人児童生徒指導協力員を派遣する。適応指導、

日本語指導をバイリンガルの指導協力員が行う。 

１-１-１２ 外国青年招致事業 

Ｂ 

ALT１９人を市内中学校５６校（稲毛高附属中学校は、稲毛

高校配置のALTを活用）、市立高等学校２校に配置した。 

 

（９４，９１１千円） 

 外国語に対する関心・意欲を高め、生徒のコミュニケ

ーション能力とコミュニケーションを図ろうとする態度を

育成するため、中学校・高等学校にＡＬＴを派遣する。 

１-１-１３ 小・中学校理科教育センター事業 

Ｂ 

夏休み中に実験・観察会を小学校３回、中学校２回実施し、

小学生５１１人、中学生５８人が参加した。 

小学校実験会、小学校植物観察会、小学校天文学習会、中

学校理科学習会、中学校理科実験会を実施した。 

 

（５８８千円） 

 本町小、院内小、大森小、幕張小、緑町小、緑町中を

センター校として理科備品を整備し、小・中学校に貸

出を実施するほか、実験会、観察会などを実施して、

理科教育、科学教育の推進を図る。 

１-１-１４ 小学校英語活動推進事業 

Ａ 

全小学校の５・６年生の全学級が年間３５単位時間の英語活

動を実施した。 

（貢献度Ａの理由） 

児童対象の調査では、「英語活動が楽しい・役に立っている」

等が８０％を越え、積極的に異文化理解やコミュニケーショ

ンに取り組む姿勢がみられた。 

 

（８４，９９２千円） 

 小学校に外国人講師を配置し、学級担任との共同授

業により、児童が外国の文化や生活にふれたり、英語

に慣れ親しんだりする体験的な英語活動を行う。 

１-１-１５ 音楽関係中央大会派遣事業貹 

─ 

延べ６校に補助金を交付した。 

 

（１，３９１千円） 

 小・中学校における音楽文化活動の振興を図るため、

市立小・中学校音楽関係クラブ及び部活動が千葉県

代表として関東大会以上の各種大会に参加することに

係わる経貹について該当学校に補助金を交付する。 

１-１-１６ 千葉市音楽教育センター 

─ 

延べ２７校が８９回センター備品を借用し、授業に活用した。 

また、「音楽センターだより」を年２回発行して音楽教育全般

の情報を提供した。 

 

（６１１千円） 

 新宿小と幸町第三小を音楽センターとし、センターが

所有しているティンパニー、チャイムなどの楽器の貸し

出し、資料収集と情報提供を行い、小・中学校の音楽

教育の振興を図る。 

１-１-１７ 児童生徒成果発表事業（絵を描く会） 

─ 

全小・中・特別支援学校が、４月中旬から５月中旬にかけて

実施した。 

 

（８２千円） 

 児童生徒に学習の成果を発表させることにより、絵画

表現の基礎基本を身につけさせ、表現力を高めるとと

もに、豊かな情操をはぐくむ。 

１-１-１８ 児童生徒成果発表事業（総合展） 

─ 

科学、技術・家庩、書写、図工・美術、特別支援教育代表作

品３，５００点の出品があった。参観者は２５，０００人余り。 

 

（１，１９５千円） 

 児童生徒の日頃の学習成果を展示公開することによ

り、意欲の向上を図り、教育の質的向上を目指す。参

観者は近年増加している。 
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１-1-１９ 児童生徒成果発表事業（理科研究相談会） 

Ａ 

夏休み期間の３日間、きぼーるのアトリウムで実施した理科

研究相談会には、４２８人の参加があった。 

（貢献度Ａの理由） 

相談会に参加した児童生徒の作品を含め市総合展覧会へ

は７３２点が出品され、そのうち県科学作品展では１８点が入

賞するなど、高い評価を受けた。 

 

（３１３千円） 

 児童生徒が身近な自然から発見した問題を科学的に

解決していく研究活動を促進するため、夏季休業中に

会場を設けて実施している。 

１-１-２０ 児童生徒成果発表事業（音楽発表会） 

─ 

小学校55校が各地区で、中学校57校が市民会館で実施し

た。 

 

（１，７９２千円） 

 児童生徒の音楽への関心を高めるとともに技能の向

上を図ることを目的に、小・中・特別支援学校児童生

徒を対象に音楽発表会を実施する。 

１-１-２１ 児童生徒成果発表事業（英語発表会） 

─ 

全中学校から２６２人の生徒が参加した。 

 

（２３１千円） 

 英語での発表活動を通して、日頃の学習成果を発表

することにより、生徒の英語学習への意欲と関心を高

め、本市中学校英語教育の振興と向上を図る。 

１-１-２２ 児童生徒成果発表事業（文集・詩集） 

Ｂ 

応募数は、文集「ともしび」が、小学校２，９５８点、中学校８６

５点、読書感想文集「本だな」が小学校７６２点、中学校２６８

点であった。 

 

（２７８千円） 

 小・中・特別支援学校児童生徒を対象に、作文・韻文・

読書感想文を募集し、審査、表彰をする。優秀作品を

編集し、文集・詩集・読書感想文集として発行し、表現

力の向上に資する。 

１-１-２３ 千葉市特別支援教育研究協議会事業補助金 

─ 

「特別支援学級・特別支援学校児童生徒作品展」での一般

市民入場者が約１２,170 人、「千葉市特別支援教育振興大

会」での参加者は、約５００人、「中学校特別支援学級合同

予餞会」での参加者は、約４００人であった。 

 

（５００千円） 

 特別支援学級や特別支援学校の児童・生徒及び保護

者、教職員等への支援のため、特別支援教育関係団

体（千葉市特別支援教育研究協議会）の実施する事

業を補助する。 

１-１-２４ 特別支援学校特別支援教育振興事業 

─ 

６０事業所に、現場実習の受け入れ先として協力を徔てい

る。 

 

（１２６千円） 

 現場実習を行う特別支援学校の生徒を対象に、就労

体験のための現場実習先を確保する。 

１-１-２５ 新教育システム開発推進事業 

Ｂ 

「学校支援調査」に基づき、その内容から派遣可能な１７の

小中学校に、退職教員を中心に学校支援員を派遣し、その

成果及び留意点をまとめた。 

 

（３６５千円） 

 学校現場にとってどのような人的支援が必要か「学校

支援調査」を実施し、必要に応じて退職教員等を派遣

する。 

１-１-２６ 情報教育推進事業 

Ｂ 

小学校１２０校の職員室に据置型コンピュータを１台ずつ配

備し、セキュリティ対策を施した。また、情報モラルカリキュラ

ムの作成及び情報モラル学習コンテンツ２０本を開発し、児

童生徒の情報モラル教育が推進できる環境を整備した。 

 

（３７５，０３２千円） 

 情報機器、教育用情報通信網(Cabinet)の整備・保守・

管理を行い、すべての教科等において情報教育を推

進することにより、児童生徒の情報活用能力の育成を

図る。また、学習に利用できるソフト開発や情報モラル

カリキュラムの作成を行い、児童生徒の情報リテラシ

ーの定着を目指すとともに、教職員の情報教育の指

導力向上のための研修会を開催する。 

１-１-２７ 特別非常勤講師（ＩＴ関連分）配置事業 

─ 

小学校３校、中学校３校に配置（各校年間４８時間の勤務）し

ている。 

配置校では各教科、クラブ活動などの IT 関連の学習におい

て、活用が図られた。 

 

（７３６千円） 

 情報関係の優れた知識や技術を有する社会人を学

校へ派遣し、授業支援を行うことにより、児童生徒の情

報リテラシー及び情報活用能力の向上を目指す。 
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１-１-２８ 千葉高等学校運営事業（情報教育推進） 

─ 

授業で使用する教育用コンピュータの保守点検を実施した。 

 

（１６，５４６千円） 

 １５年度より教育課程に「情報」を設置し、授業を実施

している。授業等で活用しているコンピュータを常に良

好な状態で使用できるようリース、保守点検、通信貹

を支出している。 

１０年度に、校内LANを整備、光ファイバー施設、コン

ピュータ教室設置。１６年度に、第２コンピュータ室を

設置（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ40台増設）。 

１-１-２９ 千葉高等学校運営事業（非常勤職員報酬） 

─ 

非常勤講師５人、特別活動講師２人、図書館指導員２人。 

 

（９，６６１千円） 

 公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等

に関する法律第２３条に基づく事業。 

非常勤時間講師、特別活動講師（華道・茶道）、学校

図書館指導員を配置する。 

千葉高等学校では、１９年度入学生から単位制を導

入し、授業数が大幅に増加した。 

１-１-３０ 千葉高等学校育英資金事業 

─ 

２２人に支給した。 

 

（２，５５０千円） 

 千葉市育英資金支給条例に基づく事業。 

千葉市在住の生徒のうち、経済的理由により修学が困

難なものに対し、必要な学資を支給する。 

１-１-３１ 稲毛高等学校運営事業（情報教育推進） 

─ 

授業で使用する教育用コンピュータの賃貸借等を実施した。 

 

（１６，３４２千円） 

 １５年度より教育課程に「情報」が設置され、授業を実

施している。授業等で活用しているコンピュータを常に

良好な状態で使用できるようリース、保守点検、通信

貹を支出している。 

１３年度に校内LANを整備、光ファイバー施設、第２コ

ンピュータ室設置。 

１-１-３２ 稲毛高等学校運営事業（非常勤職員報酬） 

─ 

非常勤講師８人、特別活動講師４２人、図書館指導員２人。 

 

（１６，３８２千円） 

 公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等

に関する法律第２３条に基づく事業。 

非常勤時間講師、特別活動講師（華道・茶道）、学校

図書館指導員を配置する。 

１-１-３３ 中学校中高一貫教育事業 

Ａ 

新たに中学校専任として、外国人非常勤講師を１人配置し

た。 

（貢献度Ａの理由） 

アンケートの結果、外国人非常勤講師の授業が楽しいと答え

る生徒が１００％となっている。また、英語検定においては、

下記のとおり20年度終了時で98％の生徒が中学中級程度

以上の状況である。 

 1年80人 2年79人 備     考 

２級   1人 - 高校卒業程度 

準２級 2人 10人 高校2年生程度 

３級  10人 66人 中学校卒業程度 

４級  65人 2人 中学中級程度 

今後、授業への取組の姿勢が向上し、確かな学力が身につ

くなど、目標達成への大きな効果が期待できる。 

 

（５，３１０千円） 

 １７年６月に策定された「千葉市立高等学校改革基本

方針」に基づき、１９年４月、併設型中高一貫教育校

を開校した。 

中高６年間を貫く充実した指導を行うことにより、生徒

一人一人の個性の伸長と能力の開発に努め、「確か

な学力」｢豊かな心｣「調和のとれた体力」を身につけた

真の国際人の育成を目指す。 

１-１-３４ 稲毛高等学校育英資金事業 

─ 

１８人に対し支給した。 

 

（２，１００千円）  

千葉市育英資金支給条例に基づく事業。 

千葉市在住の生徒のうち、経済的理由により修学が困

難なものに対し、必要な学資を支給する。 
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●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、十分に目標が達成されている。千葉市学力状況調査及び全国学力・学習状況調査

の結果により、本市における児童生徒の学力の定着状況や勉強に対する態度は良好であることが明らかにされて

おり、関係事業の取り組みの成果であると判断できる。 
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基本事業１－２ 教育・悩み相談の充実 

 

 

●基本事業の概要 

・本市は「人間尊重の教育」を基調に、「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校」づくりを推進しており、いじ

め・丌登校等への対応は学校教育における最重点誯題の一つと捉え、諸施策を展開している。 

・全中学校へのスクールカウンセラー配置による校内教育相談体制の確立、教育センター・養護教育センター・

指導誯における教育相談窓口等の充実にも努めている。また、丌登校児童生徒の居場所を確保するため、本市独

自に適応指導教室を開設し、「ライトポート花見川・若葉・中央」に続き、４か所目となる「ライトポート美浜」

の開所に向け、準備を進めた。 

・通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生徒に対応するため、特別支援教育指導員の配

置、学校訪問相談員の派遣を行っている。また、１８年度から通常学級に在籍する肢体丌自由児等に対する「障

害のある子どもの学校生活サポート事業」を始めている。 

・望ましい勤労観、職業観を育成し、自己の進路を主体的に考え、適切な進路選択ができるよう、キャリア教育

の推進を図っている。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか） 

  小・中・特別支援学校児童生徒   

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  悩みや問題を解決する・軽減する。（ストレスを和らげる。） 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

丌登校の小学生の割合 ％ ０．２８ ０．２２ ０．２５ 
０．２０ 

（２２年度） 

丌登校の中学生の割合 ％ ２．９７ ２．７３ ２．９１ 
２．７０ 

（２２年度） 

相談対応件数（スクールカウンセラー・心の教室合計） 件 16,182 18,165 18,373 
18,500 

（２２年度） 

●平成２０年度の評価 

・スーパーバイザーを３名配置するなど、スクールカウンセラー活用事業の充実を図るとともに、小学校３校に

配置している「子どもと親の相談員」の他「教育相談ダイヤル２４」などにより、相談体制の充実が図れた。 

・第２次５か年計画に基づき、美浜区内の小学校内に市内４か所目となる適応指導教室を新設するために準備を

進め、適応指導教室入級希望者の要望に応える体制が整いつつある。 

・特別支援教育指導員や学校訪問相談員の派遣は、学校から高く評価されており、今後とも一層の充実を図る必

要があることが明らかになった。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・国の補助事業で、スクールカウンセラーの配置が小学校に拡大され、スクールソーシャルワーカーの配置も予

算化されている。今後、他政令市等の活用成果や配置の動向等の把握に努め、本市としての今後の対応を検討す

る必要がある。 

・児童生徒・保護者が相談しやすい教育相談体制の充実を図るため、教育センターを中心とした教育相談体制の

一元化」についての検討を更に進める必要がある。 

・特別支援教育に関する事業や「幼児教育支援センター事業」などにおいては、他部局との連携と調整が必要と

なっている。 
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●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-２-１ 教育相談指導教室事業 

Ｂ 

１２人が入級し、在籍者数は１７人となった。そのうちの３年

生１４人は、すべて高校への進学を果たした。 

 

（２８３千円） 

 緑町中学校内に教育相談指導教室を設置・運営し、

通常学級に近いカリキュラムと集団での活動を通して

人間関係づくりをすることで、丌登校生徒を原籍校に

復帰させることを目指す。 

１-２-２ 教育相談事業（丌登校・いじめ） 

Ｂ 

教育相談員が市内小中学校各２０校を訪問し、長欠児童生

徒の状況把握と対策について協議を行った。 

 

（３，６１５千円） 

 丌登校児童生徒に関わる相談を始めとする教育相談

活動を行うほか、学校訪問を通して、対応についての

指導や援助を行い、丌登校児童生徒の減尐をめざす

とともに、丌適応感情の改善に努める。  

１-２-３ 適応指導教室設置事業 

Ｂ 

市内４か所目の適応指導教室設置に向け、備品、消耗品の

整備を行った。 

 

（２，６３９千円） 

 自宅等での引きこもり状態の解消や学校生活への復

帰を支援するために適応指導教室を設置し、丌登校

児童生徒の減尐を目指す。 

１-２-４ スクールカウンセラー事業 

Ａ 

全中学校区に 1人ずつ計５７人のスクールカウンセラーを配

置するとともに、２区に 1 人ずつ計３人の「スーパーバイザ

ー」を配置した。 

（貢献度Ａの理由） 

総相談件数は、１８，３７３件であり前年度より約２００件増加

した。学校職員や保護者との連携によって、より適切な支援

ができるようになった。 

 

（９０，５２２千円） 

 全中学校に、児童生徒の臨床心理に関して専門的な

知識・経験を有するカウンセラーを配置し、児童生徒、

保護者、教職員等の悩みの解消に当たり、様々なスト

レスに対する悩みの軽減や、丌登校児童生徒の減尐

等に努める。 

１-２-５ 「子どもと親の相談員」活用調査研究事業 

─ 

小学校２校に１人ずつ配置した。相談件数は総計６３０件で

あった。 

 

（６７９千円） 

 小学校段階における丌登校や問題行動等の未然防

止、早期発見、早期対応を図るため、保護者との連携

の下に推進する第三者的存在として「子どもと親の相

談員」を配置し、その活用と効果に関する調査を行う。 

１-２-６ 「生徒指導推進協力員」活用調査研究事業 

─ 

小学校１校に１人配置し、相談件数は総計２７５件であっ

た。 

 

（３４０千円） 

 小学校の教育相談・生徒指導体制の充実をねらいとし

て、非行防止や犯罪被害防止のための支援を行う「生

徒指導推進協力員」を配置し、その活用と効果に関す

る調査を行う。 

１-２-７ 就学指導委員会運営事業 

─ 

就学指導委員会調査員研修会を全体で１回、各区で１～２

回行った。 

 

（４５９千円） 

 就学指導委員会調査員研修会を全体で１回、各区で

２回行い、就学相談の方法や発達検査等の向上を図

る。 

１-２-８ 心身障害児童生徒就学支援事業 

Ｂ 

「知的・情緒」（２６９事例）、「言語・難聴」（３１７事例）、「肢体

丌自由」（２０事例）、「病弱（２２事例）」等に分かれて、就学

指導委員会を延べ１７回行った。 

 

（６８９千円） 

 市立小・中・特別支援学校児童生徒及び就学予定児

童を対象とする千葉市心身障害児童生徒就学指導委

員会を開催し、障害のある児童生徒の就学について

判断及び就学指導に関する答申を行う。 

１-２-９ 進路指導推進事業 

Ｂ 

進路指導主事研修会、キャリア教育推進会議をそれぞれ２

回実施した。また、「進路選択の手引」を８，０００部、「わたし

の夢」を８，５００部、「子どもと共に考える進路」を合わせて２

５，８００部発行した。 

 

（３，８０３千円） 

 進路指導主事研修会及びキャリア教育推進会議の開

催、進路学習資料「進路選択の手引」及び進路学習ノ

ート「わたしの夢」、保護者用進路資料「子どもと共に考

える進路」の発行、活用を通して進路指導の推進を図

る。 
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１-２-１０ 教育相談事業（教育センター） 

Ｂ 

教育相談では、来所相談 487 件、電話相談３,３５８件、医

療相談１０３件、学校訪問相談１２２件、家庩訪問相談５４

件。 

「丌登校対策学校連絡会」の開催及び学校と教育センターと

の連携を推進する研究リーフレットの配布により、学校への啓

発が進められ、教育センターへの相談が増加しており、家庩

訪問相談、適応指導教室、グループ活動などの系統的・段

階的な指導体制が充実してきている。 

 

（２６，８５７千円） 

 教育上の問題や悩みを持つ幼児・児童・生徒及び帰

国児童生徒とその保護者、教職員に対する教育相談

を実施する。 

１-２-１１ 幼児教育支援センター事業 

Ｂ 

相談件数２２件、講演会出席者２５０人、幼児教育プログラム

開発１５本をインターネットに掲載。 

１８年度、１９年度文部科学省の委託事業として教育センタ

ー内に幼児教育支援センターを設置し、幼児教育相談、幼

児教育講演、開発した幼児教育プログラムの普及などを行っ

ている。 

 

（２３８千円） 

 親子ともに安定した状態で小学校への入学を図るた

め、幼・小の連携を深める中で、子育てに関する悩み

を解決できるサービスを提供し、幼児教育支援体制の

整備を行う。 

１-２-１２ 適応指導教室管理運営事業 

Ｂ 

８８名の児童生徒が通級し、１０名が学校へ復帰、４１名が部

分復帰（別室に登校等）した。 

 

（１８,８７８千円） 

 丌登校児童生徒を対象に、適応指導教室（ライトポー

ト）において、尐人数による適応指導により生活の意欲

化、社会性協調性の育成を図り、学校生活への復帰

を支援する。 

１-２-１３ 特別支援教育指導員配置事業 

Ａ 

対象児童生徒３５人に特別支援教育指導員を配置した。 

（貢献度Ａの理由） 

きめ細やかな支援により、学習への参加度の向上やコミュニ

ケーション等の社会性の面での改善が見られた。個別の指

導計画の作成により、担任と連携し、より適切な支援が行わ

れるようになった。 

 

（１７，１５１千円） 

 緊急に対応が必要なADHD児等が在籍する学校に特

別支援教育指導員を配置して、子どもの状況の改善

を図るとともに、校内支援体制整備の推進を支援す

る。 

１-２-１４ 教育相談事業（養護教育センター） 

Ａ 

来所相談件数が８３０件、来所相談面接回数が６，８０４回

（ともに前年度比約１．１倍）となり、件数回数ともに年々増加

している。土曜相談件数は５９件、医療相談件数は５３件で

ある。 

（貢献度Ａの理由） 

来所相談等では、障害等に関する問題や悩みに応じて、面

談やグループ活動等を行うことができた。 

 

（９，１９３千円） 

 障害等のある幼児・児童生徒及び保護者、教職員に

対して、教育に関する相談を行う。 

１-２-１５ 学校訪問相談員派遣事業 

Ａ 

学校訪問相談員の派遣回数は１３０回であった。特別支援

教育指導員を配置している学校や、訪問要請のあった学校

へ派遣を行った。 

（貢献度Ａの理由） 

校内研修会、校内委員会、事例検討会、授業研究などを通

して、校内支援体制の整備について支援を行うことができ

た。 

 

（３，７１８千円） 

 通常の学級に在籍する ADHD 児等に対して、一人一

人の教育的ニーズに応じた指導が行えるよう、学校や

担任教師への指導助言を行う学校訪問相談員を派遣

し、校内支援体制整備の充実を図る。 

１-２-１６ 障害のある子どもの学校生活サポート事業 

Ｂ 

登録児童生徒１５人に対し、ボランティアを１５０回派遣した。主

な内容としては、肢体丌自由児への移動補助や介助、難聴児

への学習時の情報保障などである。また、特殊機器について

は、階段昇降機（８台５校）や FM 補聴器（１４組８校）等の貸出

を行った。 

 

（５８４千円） 

 

通常の学級に在籍する肢体丌自由児や難聴児等の

学校生活を支援するためにボランティアを派遣すると

ともに、階段昇降機等の特殊機器の貸し出しを行い、

学習面や生活面を支援する。 
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●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、概ね目標が達成されている。適応指導教室、特別支援教育指導員配置、教育相談

及び学校訪問相談員派遣等の各種事業が実施され、高く評価されているが、丌登校の割合はやや増加傾向にあり、

この問題解決に向けて、より一層の工夫改善が求められる。 
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基本事業１－３ 「豊かな心」の育成 

 

●基本事業の概要 

・本市では「人間尊重の教育」を学校教育の基本理念としており、道徳をはじめ全教育活動を通して人権教育を

推進している。 

・中学校の職場体験や小学校の農山村留学等の体験活動を通して、児童生徒の社会性と内面に根ざした道徳性を

育成している。特に、農山村留学は、平成１７年度から全６年生に拡大し、長野県及び県内で実施している。ま

た、「千葉市尐年自然の家」を利用して、５年生を対象に移動教室、特別支援学級・特別支援学校の児童生徒を対

象とした長柄げんきキャンプを実施している。 

・児童生徒の情操を高め、豊かな心を培うため、全国に先駆けて学校図書館指導員を全小学校に配置するなど読

書教育を推進している。 

・学校週５日制の実施にともない、子どもたちの休業日の活動を支援し、有意義に過ごすことのできる居場所を

確保・提供するため、子どもたちが土曜日を中心に無料で市内の対象施設を利用できる「ふれあいパスポート」

を全児童生徒に配布している。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか） 

  小・中・高・特別支援学校の児童・生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  道徳性や人間尊重の心、自主性・協調性・連帯感など「豊かな心」を育成する。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

小学生の１カ月平均読書冊数 冊 １８．９ １８．１ 
２０．１ 

(目標達成) 

２０．０ 

（２２年度） 

中学生の１カ月平均読書冊数 冊 ４．５ ４．２ ８．３ 
１０．０ 

（２２年度） 

小学校におけるいじめの解消率 ％ ９２．５ ９１．３ ７８．４ 
９５．０ 

（２２年度） 

中学校におけるいじめの解消率 ％ ９０．０ ９０．３ ７６．９ 
９５．０ 

（２２年度） 

●平成２０年度の評価 

・農山村留学事業、移動教室など「千葉市尐年自然の家」における諸体験活動については、活動プログラムの集

約とモデル化などに取り組み、各学校における取り組みの向上を図った。 

・図書館指導員の配置等により、学校図書館の活用がさらに充実してきたこともあり、成果指標の「小学生の１

カ月平均読書冊数」が当初の目標値を達成した。目標値についてはこのまま維持し、継続して達成できるようで

あれば、見直しを行い、更に高い目標に向けて取り組みたい。 

・学校図書館の蔵書の充実を図るため、１８年度からの第２次５か年計画の中で整備を進めてきた。 

・ふれあいパスポートによる「千葉市科学館」の利用促進を図った。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・長野県における農山村留学については、文部科学省と農林水産省が実施することとしている「農山漁村におけ

るふるさと生活体験推進校」との連携を図る。 

・ボランティア教育推進事業は、１６年度で全中学校への推進校の指定が完了したが、本事業の趣旨と成果に鑑

み今後も継続して展開する。 

・「豊かな心」の育成には、学校・家庭・地域が連携し、社会全体で青尐年の健全育成に取り組むことが一層求め

られる。 
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・いじめの認知件数は減尐傾向にあるが、２０年度の解消率は低かった。特に、「解消に向けて取組み中」の学校

が多いため、具体的な聞き取り等を通して現状把握に努めると共に、管理職や生徒指導担当者研修などにおいて、

解消に向けた具体的な手だてが講じられるよう努めていく。 

●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-３-１ ふれあいパスポート事業  

─ 

ふれあいパスポートで施設を利用する児童生徒の割合は３

３％、施設の利用日については、現在土曜日を基本としてい

るが、今後拡充に努めるとともに、利用率の拡大を目指す必

要がある。 

 

（６３４千円） 

 学校週５日制に伴い、土曜日を中心に無料で市内の

施設を利用できる「ふれあいパスポート」を配布するこ

とにより、子どもたちの休業日の活動を支援し、有意義

に過ごすことのできる居場所を確保・提供することを目

的としてスタートした。 

１-３-２ 農山村留学推進事業 

Ａ 

全小学校が、３泊４日から４泊５日の農山村留学を実施して

いる。長野農山村には２３校 １，０４６人、千葉市尐年自然

の家には２４校１，４５１人、県内公的宿泊施設には７３校 

６，１７９人が参加した。 

（貢献度Ａの理由） 

様々な体験活動を通して、人との関わりの大切さを学び、

社会性の向上につながっている。 

 

（５１，８３６千円） 

 小学校６年生を対象に長野県及び千葉県内で、農業

や林業、登山などのさまざまな実体験や、友達や多く

の人たちとの交流活動を実施し、児童の豊かな心をは

ぐくむ。 

１-３-３ 移動教室推進事業 

Ｂ 

千葉市尐年自然の家に、全小学校の５年生８，８９２人が参

加し、２泊３日の宿泊体験を行った。 

 

（１９，８５１千円） 

 小学５年生を対象に、千葉市尐年自然の家で、さまざ

まな体験活動や集団活動を行い、児童の豊かな心を

はぐくむ。 

１-３-４ 長柄げんきキャンプ 

─ 

４５校の小学校特別支援学級児童４０２人、市立第二養護

学校児童３３人、１６校の中学校特別支援学級生徒が１９６

人、市立養護学校生徒４４人の合計６７５人が参加した。 

 

（３，８８０千円） 

 親元を離れた1泊2日ないし2泊3日の宿泊体験（千

葉市尐年自然の家）を通して、特別支援学校及び特

別支援学級に在籍する児童生徒の「生きる力」や社会

性、身辺処理能力をはぐくむ。 

１-３-５ 小学校飼育動物治療委託 

─ 

活用学校数は３８校、診療動物は合計１４２頭。 

 

（１，０００千円） 

 千葉市獣医師会と小学校飼育動物の治療委託契約

を締結し、小学校で飼育する動物のけがや病気の治

療を行うとともに、飼育環境の改善に努める。学校飼

育動物の望ましい飼育の在り方も含めて、獣医師が指

導に当たっており、学校飼育動物に係る環境整備が

図られている。 

１-３-６ ボランティア教育推進事業 

Ｂ 

市内７中学校を２年間のボランティア教育推進校として指定

している。指定校が、家庩や地域との連携を密にしながら、

学校周辺のごみ拾い等の美化活動、敬老会や地域文化祭

等への積極的な参加など、多様なボランティア活動に取り組

んだ。 

 

（５８１千円） 

 中学校を対象として、ボランティア教育推進校を指定

し、当該校に設置するボランティア教育推進委員会で

活動内容を決定し、学校生活の中で体験的活動を経

験させる。 

１-３-７ 学校図書館充実推進事業（学校図書館指導員） 

Ａ 

全小中学校に１２０名の学校図書館指導員を配置した。 

（小学校６４名、中学校５６名） 

（貢献度Ａの理由） 

学校図書館の環境整備が格段に進んでおり、学校図書館の

利用が増え、読書量が全国平均の約２倍となっている。中学

校に週４日学校図書館指導員を配置したことで、授業や昼

休みの図書館の利用が増えた。 

 

（２２０，１５３千円） 

 読書活動の向上、学習情報の収集、学校図書館利用

の活性化、運営の充実のため、学校図書館指導員を

全小中学校に配置する。１週間４日勤務。 
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１-３-８ 学校図書館充実推進事業（図書購入） 

Ｂ 

蔵書達成率１００％以上の学校は、小５８％、中５６％.。 

 

（８７，５１８千円） 

 学校図書館に、児童生徒に役立つ適切な図書を整備

し、充実した蔵書による学習・情報センターの機能を

持たせ、学校図書館利用の活性化を図る。 

１-３-９ 音楽鑑賞事業 

─ 

「小・中学校音楽鑑賞教室」を小学校３校、中学校１９校で、

１７公演を実施し、「小・中学生のためのオーケストラコンサ

ート」を２日間で５公演実施した。 

 

（１５，１０４千円） 

 小・中学校の児童生徒を対象に「小・中学校音楽鑑賞

教室」「小・中学生のためのオーケストラコンサートを」

実施し、児童生徒の豊かな情操を養う。 

１-３-１０ 児童生徒姉妹友好都市交流事業 

─ 

小学校９校と中学校８校が、海外の同等校と手紙や作品の

交換等を行った。 

 

（１０１千円） 
 

国際理解教育の推進の一環として、海外の学校の児

童生徒との交流活動を支援する。 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、目標達成がやや丌十分である。小学生・中学生の１ヶ月の平均読書冊数が増加傾

向にあり、学校図書館指導員の配置による成果であると判断できる。一方、平成２０年度には、いじめ解消率が

急激に減尐していることから、その原因を早急に突き止め、問題解決のための対策を講じる必要がある。 
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基本事業１－４ 丈夫な体と健康づくり 

 

●基本事業の概要 

・本市児童生徒の重要な健康誯題は、生涯にわたって健康で安全な生活を営んでいくために必要な生活習慣を形

成することと健康増進を進めるための確かな実践力を身に付けさせることである。 

・そのために、学校体育においては、教科体育指導の充実や各種体育大会の開催等に係る事業を、また学校保健

においては、保健安全教育の充実と保健安全管理の推進に係る事業を、そして学校給食においては、食に関する

指導と給食管理運営の充実に係る事業を、それぞれ相互に関連させながら着実に推し進めていくことが、この基

本事業の大きなねらいである。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか） 

  小・中・特別支援・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  心身ともに健やかに成長していく丈夫な体をつくる。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

体力テストの全国平均値を５０としたときの指数 ― ５１．９ ５１．７ 
５２．１ 

(目標達成) 

５２．０ 

（２２年度） 

中学１年生のDMF指数（一人当たりの虫歯の数） 本 １．４０ １．３６ １．３６ 
１．３０ 

（２２年度） 

毎日朝食を食べる児童生徒の割合 ％ ８５．８ ８６．０ 
８８．０ 

(目標達成) 

８８．０ 

（２２年度） 

●平成２０年度の評価 

・新体力テストの結果を全国平均や他の政令市の結果と比較すると、本市の児童生徒の体力・運動能力は良好な

状況にある。各種体育大会等の開催をはじめ、体育行事等の補助事業や体育・健康教育研究校指定事業へ着実に

取り組んできた成果の現れであると考える。 

・運動部活動指導者派遣事業では、１９年度と同様に６５名の民間指導者を４２中学校に派遣した。特別非常勤

講師の派遣事業と合わせて、学校現場から高い評価を得ている。 

・中学生を対象とした歯科医による喫煙防止教室を２０年度も５校で実施することができ、口腔衛生指導の成果

とともに薬物乱用防止の観点からも着実な成果を残している。子どもの健康を守る地域専門家連携事業の一環と

して、精神科医による巡回事例検討会や専門医相談活動などとともにさらに発展させていきたい事業である。 

・給食費未納問題への対策として、１９年度に立ち上げた、「給食費未納対策検討委員会」における検討の結果、

新たな取組として教育委員会名による納入依頼文書を未納保護者あてに送付したことで、未納率の減尐につなが

った。今後も引き続き、同委員会等において、未納対策の検討を続けていきたい。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・新港学校給食センターの整備に関しては、平成２２年１０月の供用開始に向け、関係各機関と連絡を密に取り

ながら業務を進めていく必要がある。 

・小中学校各種大会の運営方法等について、校長会や小中体連などとの協議はもちろんのこと、児童生徒の思い

や願いも生かしながら、大会のより望ましいあり方を見直していく必要がある。また、児童生徒の体力の向上に

ついて、学校ごとに創意工夫をこらした行事や正誯体育指導の充実を図ることができるよう、研修会や講習会に

おいて繰り返し周知徹底に努め、学校ごとの具体的な目標設定を一層促していく必要がある。 

・交通安全対策、地震や台風等の防災安全対策、各種犯罪からの防犯安全対策など一層の充実を図っていく必要

がある。防災・防犯対策、交通安全対策、学校生活に係る総合的な安全対策などについて、各種通知や指導資料、

アンケートなどを適切に活用しながらその充実を図っていく必要がある。 
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・成果指標「体力テストの全国平均値を50とした時の指数」及び「毎日朝食を食べる児童生徒の割合」が目標値

を達成した。これまでの結果では、年ごとに増減を示していることから、今後も目標値を継続的に達成するよう、

着実に事業を推進する。 

●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-４-１ 「千葉市の保健体育」作成事業 

─ 

冊子発刊部数は、１,５００部。 

 

（２０５千円） 

 学校体育・学校保健安全・学校給食の３領域に関する

活動内容、各種実績データや表、グラフ等を、その考

察とともに掲載した冊子の発刊し、市立学校や市内公

的な機関・施設に配布する。 

１-４-２ 小学校プール管理補助員事業 

─ 

１１８校に１５３人を派遣した。 

 

（２，０２２千円） 

 水泳指導における教員等指導者のプール管理の補助 

（プールの鍵の開閉、水温気温の測定、塩素濃度の

測定、薬品投入等）を目的としてプール管理補助員を

派遣する。 

１-４-３ 学校体育行事等補助事業 

─ 

千葉市小中学校体育連盟・千葉県小中学校体育連盟、千葉

県特別支援学校体育連盟に交付した。 

 

（４，８１５千円） 

 小中学生の参加する大会やそれらの大会を主管する

団体への負担金を交付する。 

１-４-４ 小中学校体育・健康教育研究校事業 

─ 

研究指定校は小学校３校、中学校２校。 

みつわ台中学校で保健体育、源小学校で 

健康教育の研究報告会を開催した。 

 

（１，２４２千円） 

 千葉市の教育活動の充実をめざし、小学校では、体

育科で１校と健康教育（保健・食に関する指導）２校の

計３校、中学校では、保健体育科で１校と健康教育

（保健）での１校の計２校を、教育委員会研究指定校と

して原則２年間指定し、指導主事等の指導、助言を通

して、指導の改善、教材の開発等に取組み、その成果

を本市の各学校に広げる。 

１-４-５ 小学校各種体育大会等事業 

Ｂ 

陸上大会には２日間で約１万人、球技大会には４０ブロックに

約１万人、表現運動発表会では１１ブロックに約２，０００人の

児童が参加した。 

 

（４，５８５千円） 

 学校体育の発表の場として、児童の運動へのかかわり

方を深めながら運動により親しませるとともに、体育活

動の交流を通して心身の健全な発達と親睦を深める

ため、３～６年生を対象に表現運動発表会、５・６年生

を対象に陸上大会・球技大会を開催する。 

１-４-６ 中学校運動部活動指導者派遣事業 

Ｂ 

４２校に１３種目・６５人を派遣した。 

 

（２，８９２千円） 

 市立中学校の運動部活動において、教職員の指導者

丌足を補い、部活動の充実を目的に、民間指導者を

派遣する。 

１-４-７ 中学校体育大会事業 

Ｂ 

市総合体育大会に９，６８３人、県総合体育大会に   １，１

９８人、関東大会に１２３人、全国大会４９人が参加した。 

 

（１４，１９８千円） 

 市総合体育大会開催に伴う諸経貹、新人スポーツ大

会事業委託、市・県・関東全国大会選手派遣貹の事

業を行っている。各種体育大会は、運動部活動の成

果を発表する場として効果的であり、生徒の心身の健

全な発達に寄不している。 

１-４-８ 特別非常勤派遣事業 

─ 

小学校２校（水泳）、中学校１校（柔道）に専門的な技能を持

つ講師を派遣した。 

 

（４２３千円） 

 教育現場に優れた人材を迎え入れ、学校教育の多様

化への対応と活性化を図ることをねらいとして、各分

野において優れた知識や技術を有する社会人を、教

職員免許法第３条の２の規定により、小中学校に派遣

する。 
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１-４-９ 「保健体育指導資料」作成事業 

─ 

学習指導要領の改訂内容が告示により明らかになり、「作成

委員会」を立ち上げ、２１年度発刊に向けて、目的や編集方

針などを検討した。 

 

（ － ） 

 学習指導要領に則り、学校指導者が充実した学習指

導を進めていく上で必要な情報や学習の進め方等を

指導資料として作成し、学校指導者に配布する。３年

ごとに発刊。 

１-４-１０ 自然教室推進事業 

Ｂ 

中学校全５７校（２３７学級、７，６４９人）で実施した。 

 

（３２，２６４千円） 

 自然教室推進事業実施要領に基づき、市内中学2年

生による「千葉市高原千葉村」における 3泊4日の宿

泊、自然の中での野外活動と体験活動を実施する。 

１-４-１１ 学校保健会補助事業 

─ 

２１年度に千葉市で開催される第６０回指定都市学校保健

協議会（千葉市学校保健会及び千葉市教育委員会主催）の

開催に向け準備を進めた。 

 

（１，８４５千円） 

 学校保健会補助金交付要綱に基づき、学校保健担当

者の資質向上、学校保健に関する先進的研究や啓発

活動の推進を担う千葉市学校保健会への補助を行

う。 

１-４-１２ 学校保健充実事業 

─ 

健康教育用ビデオを延べ７７校に貸し出した。 

定期健康診断検査器具の法定検査（１５６台）を実施した。 

児童生徒健康診断表等の作成（２７，８２２部）を行った。 

医療機関へのタクシー緊急移送（１，８０３件）を行い、病状

やけがの重篤化を防止した。 

 

（１７，５４０千円） 

 健康教育用貸出ビデオ購入、検査器具の法定検査の

実施、児童生徒健康診断票等の諸表簿の作成、児童

生徒の救急移送用タクシー借上げを行う。 

１-４-１３ 学校給食センター整備事業 

Ｂ 

新港学校給食センターについては平成２０年４月に入札及び

提案書の受付、７月には落札者を決定し、９月に特定事業契

約を締結した。 

大宮学校給食センターについては円滑な運営を行った。 

 

（２２０，２７２千円） 

 ＰＦＩ方式により整備した大宮学校給食センター及び今

後整備予定の新港学校給食センターについて円滑に

運営又は整備を行う。 

１-４-１４ 小学校給食事業 

─ 

研修会は、延べ１９回開催した。また、４５７人の非常勤職員

を雇用している。 

 

（５７７，０２９千円） 

 栄養職員等を対象とした各種研修会の開催、給食調

理非常勤職員の雇用、給食運営に必要な消耗品、備

品等の調達及び整備、衛生管理のための月２回の腸

内細菌検査実施等により、小学校給食を円滑に運営

していく事業。 

１-４-１５ 中学校給食事業 

─ 

研修会は、延べ２回開催した。１１８人の非常勤職員を雇用

している。 

 

（６５，２８０千円） 

 給食受取室非常勤職員の雇用、給食受取室で必要

な消耗品や備品の整備、衛生管理のための月２回の

腸内細菌検査実施等により、中学校給食を円滑に運

営していく事業。 

１-４-１６ 特別支援学校給食事業 

─ 

研修会は、延べ１９回開催した。８人の非常勤職員を雇用し

ている。 

 

（１０，７９９千円） 

 栄養職員等を対象とした各種研修会の開催、給食調

理非常勤職員の雇用、給食運営に必要な消耗品、備

品等の調達及び整備、衛生管理のための月２回の腸

内細菌検査実施等により、特別支援学校給食を円滑

に運営していく事業。 
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１-４-１７ 学校歯科事業 

─ 

口腔衛生指導を小学校１１３校（８，５４０人）、中学校５５校

（７，０８２人）、特別支援学校２校（１８６人）で実施した。ま

た、歯と口の健康つくり啓発事業を２中学校区（２，２２９人）

で実施した。 

 

（６，５７９千円） 

 歯科衛生士による各学校巡回の口腔衛生指導、千葉

市歯科医師会への委託による歯と口の健康つくり啓発

事業、歯と口の健康つくり研究推進校の指定、健歯児

童生徒の表彰、口腔保健図画・ポスター・８０２０運動

普及標語の募集と表彰、学校歯科保健活動推進校の

表彰等を実施する。 

１-４-１８ 要保護・準要保護児童生徒学校給食貹扶助事業 

─ 

対象児童生徒数は５，４６５人。 

 

（２４４，７５４千円） 

 学校給食法第 12 条に基づき、要保護者に準ずる程

度に困窮していると市が認める児童生徒の保護者に

対して給食貹の援助を実施する。 

１-４-１９ 子どもの健康を守る地域専門家総合連携事業 

Ａ 

実行委員会を年３回開催し、事業計画等を検討・協議すると

ともに、精神科・婦人科・整形外科・皮膚科医師に学校専門

相談医を委嘱し、学校からの相談、講演会・研修会等の依頼

に応じた。また、精神科医による巡回事例検討会（２中学校

区）、学校歯科医による喫煙防止教室（中学校５校）、学校

薬剤師によるくすりの正しい使い方教室（小学校６校）、アレ

ルギー疾患に関する研修会（教職員対象）・講演会（保護者

対象）、地区保健福祉センター・保健センターと養護教諭（全

市立学校）との連絡会等を実施した。 

（貢献度Ａの理由） 

子どもの現代的な健康課題の解決に必要な事業を効果的に

実施し、さまざまな成果を上げている。 

 

（県予算） 

 学校、家庩及び地域の関係機関が互いに連携を強化

し、地域レベルの組織・体制を構築する中で、子どもの

現代的な健康課題に適切に対応する。 

１-４-２０ 学校給食センター事業 

─ 

食数は、４，２５２，６３１食。 

 

（２，１１０，４９２千円）  

学校給食法に基づき、給食物資の調達、調理、輸送

その他必要な事務及び事業を行う。 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、十分に目標が達成されている。新体力テストの結果により、本市の児童生徒の体

力・運動能力は良好な状況であることが明らかにされており、関係事業の取り組みの成果であることが窺える。

また、毎日朝食を食べる児童生徒の割合も増加傾向にあり、生活習慣形成や健康増進の取り組みについても高く

評価できる。 
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基本事業１－５ 安全で快適な学校づくり 

 

●基本事業の概要 

・学校は、児童生徒にとって、家庭とともに生活の拠点のひとつといえる場所であり、身体的にも精神的にも安

全に、安心して過ごすことができる環境が必要であることから、本事業において、施設面、人的側面、経済的側

面など様々な面から事業展開を行い、安全で快適な学校の環境整備を進めていく。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか） 

 市立小・中・特別支援学校・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

 安全で快適な学校生活が送れる教育環境を整備する。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

学校施設の耐震化率 ％ 58.5 59.3 59.8 
100 

(27年度) 

●平成２０年度の評価 

・教育環境整備については概ね計画に基づく事業が実施でき、良好な環境保持を図ることができた。 

・児童生徒の安全や学校の防犯対策については、学校セーフティウォッチャーによる活動を支援するほか、泉谷

中学校地区をモデル地区とした、地域ぐるみの学校安全体制整備を推進した。平成19年度から防犯カメラを設置

した学校では、丌審者侵入件数が大幅に減尐した。 

・教育環境の充実については、鎌取第三中学校（仮称）の新築実施設計や用地取得、敷地造成工事を行った。ま

た、校舎等の老朽化対策や環境改善を図るため、千葉高等学校の改築が完了し、花園中学校の改築工事に着手す

るとともに、緑町小学校及び松ケ丘中学校の改築基本設計を行った。さらに、耐震補強事業として小学校3校、

中学校2校の改修や小倉小学校の外部改修を行うとともに、小学校１６校、中学校５校の屋内運動場の耐震補強

実施設計を行ったほか、障害のある児童生徒のため、小学校２校にエレベーターを設置したことで、着実な推進

が図られている。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・学校適正配置事業については、統合校の校舎改修及び学校施設の整備を行う。 

・学校施設維持事業については、施設、設備の破損等による機能低下や日常の施設管理について委託・工事・修

繕などを実施することにより、安全で快適な学校生活を送れるようにすることが必要である。 

・学校施設老朽化対策事業については、建設後２０年以上経過している施設を対象としているが、施設の老朽化

が進んでいる実情があり、今後、事業を拡充する必要がある。 

・小学校給食室改修事業については、食中毒の発生防止のため文部科学省が定めた学校給食衛生管理基準に基づ

き、今後も未改修校について引き続き実施していく必要がある。 

・学校耐震補強事業については、児童生徒が１日の大半を過ごす生活の場であると同時に地域住民の避難場所で

もあることから、耐震改修促進計画に基づき、早急な事業完了が必要である。 

・学校エレベーター設置事業については、車椅子を必要とする児童生徒が就学または就学予定の学校について実

施していく必要がある。 

・新設校建設事業（鎌取第三中学校(仮称)）については、おゆみ野地区の学校適正配置の観点から中学校新設が

丌可欠であり、計画どおりに事業の推進を図る必要がある。 

・学校セーフティウォッチ事業については、学校セーフティウォッチャーによる、登下校時の見守り活動を推進

するとともに、１中学校区をモデル地区とした、地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業を引き続き推進する必

要がある。 
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●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-５-１ 学校適正配置事業 

Ｂ 

平成１９年１０月に策定した「千葉市学校適正配置実施方

針」に基づき、子どもたちのよりよい教育環境の整備と教育の

質の充実を目的とした学校適正配置を推進している。 

地元代表協議会を設置した美浜区の４地区では、平成２０年

度末までに、それぞれ７回程度の協議が行われ、平成２１年

度に「真砂地区」の小・中学校６校と「高洲・高浜地区」の高

洲第一小・二小について統合することで同意がなされた。 

「花見川地区」「千城台地区」では、町内会や自治会など地

域の代表者への説明を行った。 

なお、統合に伴う環境の変化等に対応し、きめ細かな指導を

行うため、「実施方針」に規定した非常勤職員、スクールカウ

ンセラー、スクールガードアドバイザーについて、統合に伴う

具体的な配置基準を決定した。 

 

（７５０千円） 

 学校規模の大小による教育環境の丌均衡を是正する

とともに、小規模校化や大規模校化によって生じる教

育上・学校運営上の諸問題を解消することにより、子

どもたちの教育環境の公平性を保障し、よりよい教育

環境の整備と教育の質の充実を図る。 

１-５-２ 学校施設老朽化対策事業 

Ｂ 

小倉小学校の外部改造工事を実施した。 

 

（１７，８４２千円） 

 老朽化した施設の内部・外部を計画的に改修し、安全

で快適な環境を整える。建設後２０年以上経過してい

る施設を対象としているが、施設の老朽化が進んでい

る実情がある。 

１-５-３ 学校トイレ改修事業 

─ 

事業実施校なし。 

 

（ － ） 
 学校トイレを、清潔で使いやすいトイレに改修する。 

１-５-４ 学校プール改築事業（附属屋） 

─ 

事業実施校なし。 

 

（ － ） 
 建築後２０年以上を経過し、老朽化したプール附属屋

を改築する。 

１-５-５ 小学校給食室改修事業 

─ 

事業実施校なし。 

 

（ － ） 

 文部科学省が定めた「学校給食衛生管理の基準」に

基づき、給食室をドライ運用できるよう改修する。ドライ

運用により、床からの跳ね水等による汚染を防止し、

食中毒等の発生を抑えることができる。 

１-５-６ 校舎耐震補強事業 

Ｂ 

稲丘小学校他４校で耐震補強工事を実施した。（うち新宿小

は19年度より継続） 

 

（１，５９６，０４０千円） 

 耐震性能の务る校舎棟に補強を施すことにより、耐震

改修促進法に基づく構造耐震指標値まで耐震性を改

善する。 

１-５-７ 学校施設機能向上事業 

─ 

犢橋小に特別支援学級教室、真砂第三小に適応指導教室

を整備した。 

 

（１３，８５０千円） 

 余裕教室を利用して、特別支援学級教室、適応指導

教室等に改修する。 

１-５-８ 市立千葉高等学校校舎改築事業 

Ｂ 

グラウンド整備・植栽工事を実施（１９年度より継続）し、事業

を完了した。 

 

（４９２，３１２千円） 

 耐震性が低いことや基礎支持力丌足等から耐震補強

が困難であり、経年务化による老朽化も著しいことなど

から改築する。 

１-５-９ 学校エレベーター設置事業 

─ 

２校（園生小、幕張南小）に設置した。 

 

（８６，０５７千円） 

 ハートビル法改正により、学校施設がバリアフリー化の

努力義務施設となったことなどから、車椅子使用の児

童生徒の在籍が見込まれる学校に設置する。 

１-５-１０ 中学校校舎等改築事業（花園中学校） 

Ｂ 

杭打ち工事、建築工事に着手した。２１年度は、引き続き建

築工事及び各種設備工事を実施する。 

 

（２９３，０５２千円） 

 経年に伴う施設の老朽化や耐震性が低いことから改

築する。 
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１-５-１１ 新設校建設事業（鎌取第三中学校（仮称）） 

Ｂ 

改築実施設計、用地買収、用地造成工事を実施した。 

 

（１，９０５，８５４千円(債務負担行為額６２，７９０千円)） 

 児童生徒増に伴い、おゆみ野地区内の中学校が過大

規模校化するため、教育環境等の充実を図るため債

務負担行為により建設する。 

１-５-１２ 屋内運動場耐震補強事業 

Ｂ 

登戸小他２０校の補強実施設計を実施した。 

 

（１２４，０８８千円） 

 耐震性能の务る屋内運動場に補強を施すことにより、

耐震改修促進法に基づく構造耐震指標値まで耐震性

を改善する。 

１-５-１３ 校舎等改築事業（松ケ丘中学校） 

Ｂ 

改築基本設計を実施した。 

 

（３４，９３０千円） 
 経年に伴う施設の老朽化や耐震性が低いことから改

築する 

１-５-１４ 校舎等改築事業（緑町小学校） 

Ｂ 

改築基本設計を実施した。 

 

（２９，９９９千円） 
 経年に伴う施設の老朽化や耐震性が低いことから改

築する 

１-５-１５ 学校セーフティウォッチ事業 

─ 

学校セーフティウォッチャー（２０年度末登録者数   １

７，０２３人）をはじめ、スクールガードアドバイザー等、地

域・保護者と連携した見守り活動を実施した。 

 

（６，０８９千円） 

 学校セーフティウォッチャーによる、登下校時の見守り

活動を促進するとともに、1中学校区をモデル地区とし

た、地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業を推進

する。 

１-５-１６ 定時制通信制教育振興会補助金 

─ 

市内定時制３校、通信制１校に補助を実施した。 

 

（１，３４０千円） 

 市内の定時制・通信制高校教育振興会に対して、生

徒の課外活動貹や厚生貹など、生徒活動貹の一部を

補助する。 

１-５-１７ 千葉市私立高等学校等設備整備事業補助金 

─ 

私立高校８法人、専修・各種学校８法人に対して補助を実施

した。 

 

（１２，１７５千円） 

 学校法人が設立した高等学校、専修学校・各種学校

に対して、教育設備整備貹を補助する。 

１-５-１８ 全国市長会学校災害賠償責任保険料 

─ 

市立小・中・特別支援・高等学校１８１校を対象としている。 

 

（４，０３１千円） 

 学校施設の構造上の欠陥による事敀や、学校業務遂

行中の丌注意による事敀などにより、本市が賠償責任

を負う場合の財政負担をてん補するため加入する。 

１-５-１９ 学校防犯対策事業貹 

─ 

１９年度に、施設被害等が著しい３６校に、５年リースにより防

犯カメラを設置して稼働中。設置校については、丌審者侵入

件数も大幅に減尐している。 

 

（６，６８３千円） 

 学校敷地内への丌審者の侵入、施設被害に対する抑

止力とするため、小・中・特別支援・高等学校へ防犯カ

メラを設置する 

１-５-２０ 日本スポーツ振興センター共済掛金（小・中・特

別支援学校） 

─ 

請求件数は、１１，３３２件。 

 

（７０，２５２千円） 

 日本スポーツ振興センター法の規定に基づく共済掛

金について、保護者からの徴収額と学校の設置者で

ある千葉市の負担額をあわせて納入する。 

学校管理下において、児童生徒が災害に見舞われた

ときは日本スポーツ振興センターへ請求し給付金を

受ける。 

１-５-２１ 特別支援学級等備品整備事業 

Ｂ 

小学校６校、中学校２校の特別支援学級・通級指導教室に

指導用備品の整備を行った。 

 

（３，５５５千円） 

 新設の特別支援学級及び通級指導教室を対象に、在

籍する児童生徒の多様な障害に対応した教育を充実

させるため、指導用備品を整備する。 

１-５-２２ 養護教育センター運営協議会事業 

─ 

委員１０名中８名が参加し、５月に運営協議会を実施した。 

 

（９１千円） 

 千葉市養護教育センター運営協議会要綱に基づき、

養護教育センターの事業計画その他重要事項につい

て協議し、所長に助言する。 
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１-５-２３ 日本スポーツ振興センター共済掛金（千葉高等

学校） 

─ 

請求件数は４５件。 

 

（１，８０２千円） 

 日本スポーツ振興センター法の規定に基づく共済掛

金について、保護者からの徴収額と学校の設置者で

ある千葉市の負担額をあわせて納入する。 

学校管理下において、生徒が災害に見舞われたとき

は日本スポーツ振興センターへ請求し給付金を受け

る。 

１-５-２４ 日本スポーツ振興センター共済掛金（稲毛高等

学校）  

─ 

請求件数は７８件。 

 

（１，８０７千円）  

日本スポーツ振興センター法の規定に基づく共済掛

金について、保護者からの徴収額と学校の設置者で

ある千葉市の負担額をあわせて納入する。 

学校管理下において、生徒が災害に見舞われたとき

は日本スポーツ振興センターへ請求し給付金を受け

る。 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、目標達成がやや丌十分である。教育環境整備については概ね計画通りに実施され

ており、また、学校の安全・防犯対策も充実している。その一方で、学校施設についての耐震化率は目標値達成

には未だ遠い状況にある。 
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基本事業１－６ 特色ある学校づくり 

 

●基本事業の概要 

・児童生徒の「生きる力」の育成をめざす学習指導要領の下、平成１６年度からは、県内初の学校二学期制を導

入し、学校では総合的な学習の時間や体験活動の充実など、特色ある教育活動が展開している。 

・特色ある学校づくりのための財政的な支援を行うため、校長裁量により執行できる１校平均３００万円の「特

色ある学校づくりのための経費」が予算化されている。 

・平成１５年度から、文部科学省の学校評価システム調査研究事業の委託を受け、学校評価の研究に取り組むと

ともに、地域人材の活用を図り、開かれた学校づくりに努めている。 

・千葉高等学校では理数教育、稲毛高等学校では英語教育の充実・改善に取り組み、魅力ある市立高等学校づく

りを推進している。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか） 

  市立小・中・特別支援・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  ①児童生徒の実態に合わせた教育を行う。 ②学校や地域の特性（よさ）を生かした教育を行う。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

特色ある教育活動に取り組んでいる学校の割合 ％ 
１００ 

(目標達成) 

１００ 

(目標達成) 

１００ 

(目標達成) 

１００ 

（２２年度） 

学校関係者評価に取り組んでいる学校の割合 ％ ８４．７ ９４．０ 
９７．８ 

(目標達成) 

９５．０ 

（２２年度） 

●平成２０年度の評価 

・学校では、自主性・自律性を発揮し、「特色ある学校づくり予算」も活用しながら、教育誯程を工夫し、学校行

事をはじめ特色ある教育を実践している。 

・地域の高齢者の豊富な経験や知識を学校教育に活用する「楽しい教室推進事業」により、学校の教育活動の活

性化が図られるとともに、高齢者に生きがいを持って生活してもらうことにもつながっている。 

・千葉高等学校は「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト」の研究開発に、稲毛高等学校は「スーパー・

イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール」の研究開発に取り組み、成果を上げている。 

・成果指標にある「特色ある教育活動に取り組んでいる学校の割合」は 100％であり、その内容も、それぞれの

学校の特色を生かして多種多様になっている。 

・文部科学省の委託を受けて取り組んできた「学校評価システム調査研究事業」の報告書をもとに、学校関係者

評価を実施する学校が更に広がり、成果指標の目標値を達成した。目標値については、今後見直しを行い、数値

の達成のみならず評価内容についても充実させていきたい。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・教育基本法や学校教育法の改正を踏まえた、新学習指導要領が告示され、２１年度から移行措置が始まる。学

校には、自主性・自律性を発揮して、特色ある学校づくりに努めることがいっそう求められている。「特色ある学

校づくり経費」を含めた、学校予算の確保が必要である。 

・学校教育法の改正を踏まえ、「開かれた学校づくり」を進め、保護者・地域から信頼される学校にするため、学

校関係者評価を含む学校評価と情報提供を一層進めるよう、学校評価に係る研究を引き続き行い、学校にその成

果を伝える。 
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●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-６-１ 特色ある学校づくり推進事業 

Ｂ 

１校平均３００万円の学校裁量予算を活用して、全小・中・特

別支援学校においては、学校や地域の状況を踏まえ、地域

人材を活用した体験学習や、地域の自然を利用した農業体

験など、創意工夫を生かした特色ある教育活動を実施した。 

（４５４，５２７千円） 

 1 校平均３００万円の学校裁量予算である本事業貹を

各学校に配付し、総合的な学習をはじめ体験的また

問題解決的な学習など、特色ある教育活動を積極的

に展開できるようにする。 

１-６-２ 楽しい教室づくり推進事業 

Ｂ 

小学校５４校、中学校１４校に１人ずつ、年間１０時間の活用

を図った。 

稲作や野菜栽培、昔遊び、茶道・華道、地域の歴史、コンピ

ュータ操作等、多岐にわたる分野で、幅広い経験や優れた

知識・技能を有する地域の方が、学級担任と相談しながら学

習支援を行った。 

 

（６１７千円） 

 ６０歳以上の地域の方の豊富な経験や能力を学校教

育に生かし、特色ある学校づくり、開かれた学校づくり

を推進する。 

１-６-３ 千葉高等学校海外・国内研修事業 

─ 

引率教員として国内に４人、海外に４人を派遣した。 

 

（２，１７１千円） 

 理数科の特色を活かした授業の一環として、１年次は

国内（伊豆大島）、２年次は海外（アメリカ合衆国）にお

いて科学技術研修を実施する。 

１-６-４ 稲毛高等学校海外研修事業（派遣） 

─ 

参加生徒数は６３人、引率教員として６人を派遣した。 

千葉市と姉妹都市提携をしている都市の高校３校との相互

交流。 

 

（４，０３４千円） 

 平成２年度の国際教養科設置以来、国際教養科２年

生全員、普通科２年生希望者が、カナダ及びアメリカ

の姉妹都市（ノースバンクーバー市・ヒューストン市）に

ある高校３校との相互交流、交換留学（ホームスティ）

等を行う。現地での表敬訪問等、市の姉妹都市交流

事業の一端を担っている。 

１-６-５ 稲毛高等学校海外研修事業（受入）  

─ 

相互交流として３１人の生徒を受け入れた。 

 

（６９４千円）  

平成２年度の国際教養科設置以降、カナダ及びアメリ

カの姉妹都市（ノースバンクーバー市・ヒューストン市）

にある高校３校との相互交流で、稲毛高校の生徒の家

庩でホームスティをし、日本文化や生活習慣に触れ、

日本を理解してもらう。小学校訪問や各受入家庩との

国際交流等、姉妹都市交流事業の一端を担ってい

る。 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、概ね目標が達成されている。「特色ある学校づくり経費」の活用により、各学校で

教育誯程を工夫し、特色ある教育活動が展開されている。学校関係者評価に取り組んでいる学校の割合も増加し、

その目標が達成されている。しかしながら、各学校は経費の活用だけでなく、その評価を行うことで説明責任を

果たせることから、目標を１００％と定め、その実現に向けたより一層の改善が期待される。 
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基本事業１－７ 教職員資質の向上 

 

●基本事業の概要 

・教職員の研修体系に基づき、研修事業・研修内容等の検討を行い、初任者、初期層、中期層、後期層に大別し、

ライフステージに応じた研修の意義を明確にし、教職員が主体的に研修に取り組み、資質力量の向上を図る研修

を実施している。 

・また、学校組織の一層の活性化、教職員の資質力量の向上のため、目標管理による評価システムを本格的に実

施している。 

・さらに、教職員の自発的な研究、研修を支援するため、各種の助成を行っているほか、教員、市民向けに各種

の広報事業を行っている。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか）  

教職員 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

資質・力量（指導力）を高める。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

資質・指導力に対する保護者からの苦情・相談件数 件 ５４ ５２ ７８ 
４０ 

（２２年度） 

●平成２０年度の評価 

・教職員の専門性の確立と指導力の向上を図るため、教育センター及び養護教育センターを中心に専門研修の実

施に加え、夜間講座・休日講座を新設、延べ約５，５００人の教職員が受講し資質向上に努めた。さらに各学校

の教育活動を支援するための出前講座も新設し、３１校で実施するなど、研修機会の充実を図った。 

・また、初任者をはじめ、５年経験者研修、１０・２０年経験者研修、新任の校長・教頭・教務主任等、層別・

職務別の悉皆研修（基本研修）を実施し、延べ約５５０人が受講し、基本的な素養を高めた。自主的な研修の充

実と奨励を図るため、研究指定校２１校、研究推進校等として１０４校を指定し、各学校における誯題解明にあ

たるとともに、市内の学校教育推進に寄不した。 

・目標管理による人事評価システムを本格実施すると共に、校長の教育長面接を実施し、目標申告制度に対する

管理職としての意識を高めた。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・成果指標については、年度ごとに増減する傾向が見られる。指標増減の要因には、「教職員の資質力量」以外

の要素も多分に考えられるため、数値のみで評価できない難しさがあり、今後の誯題である。 

・新規採用教員が増加する傾向が見られるため、優秀な教員の確保に努めるとともに、初任者をはじめとする初

期層の若手教員に対する能力・資質向上を図るための研修を充実させる必要がある。また、中期層以降の教員に

ついても、それぞれのニーズに応じた研修を実施できるよう研修内容等の見直しを行う必要がある。 

・教育の方針や実践の内容、成果等の広報を目的とする事業については、より効果的な方法等について、一層の

工夫をして取り組んでいく。目標管理による評価システムの定着を図るとともに、業績評価の検討を進める。 
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●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-７-１ 教育功労者表彰事業 

─ 

４８人、７団体を表彰した。 

 

（７５６千円） 

 千葉市教育功労者表彰規則に基づき、本市の教育及

び教育行政の振興発展のため顕著な功労または功績

のあるものの表彰を行う。 

１-７-２ 教育要覧作成事業 

─ 

７５０部作成した。 

 

（２８６千円） 
 教育委員会が行う主要な施策・事業や統計資料等を

まとめ作成する。年１回発行。 

１-７-３ 「千葉市の教育」発行事業 

─ 

１３，０００部作成した。 

 

（３９６千円） 

 本市の教育行政の現況を、広く市民や教育関係者に

理解してもらうため、学校教育や生涯学習の概要を地

図やグラフを活用して見やすくまとめたリーフレットを発

行する。 

１-７-４ 千葉市小中学校長学校運営協議会補助金 

─ 

校長としての職能の向上や、学校経営に係る諸条件の改善

を図るための研修が行われた。 

 

（１１，７００千円） 

 協議会が行う調査研究、研修事業、教育の振興を目

的とする団体との連絡調整、その他協議会の運営に

必要な経貹を補助する。 

１-７-５ 私立幼稚園協会研修事業等補助金 

Ｂ 

（社）千葉市幼稚園協会に対し、助成を実施した。 

 

（７，０００千円） 
 （社）千葉市幼稚園協会が、各私立幼稚園の教職員

に対して行う研修事業等に補助を実施する。 

１-７-６ 専修・各種学校協会研修事業補助金 

─ 

千葉市専修学校、各種学校協会に対し、助成を実施した。 

 

（３４０千円） 
 千葉市専修学校・各種学校協会が専修・各種学校の

教職員に対して行う研修事業等に補助を実施する。 

１-７-７ 教員一種免許取徔促進事業 

─ 

本市の受講生は１７０人で一種免許等を取徔した者は１６人

である。 

 

（２７５千円） 

 教育職員免許法の改正(平成元年４月１日）により、二

種免許状の者は一種免許状取徔に努めなければなら

ないことが定められたため、平成８年度より、県と共催

で免許状取徔のための免許法認定講習会を開催して

いるものである。 

１-７-８ 永年勤続教職員表彰事業 

─ 

勤続１５年３０人、勤続３０年１８９人を顕彰した。 

 

（１２４千円） 
 千葉市立学校教職員表彰規則に基づき、勤務成績良

好な永年勤続者（１５年・３０年）を表彰する。 

１-７-９ 教職員レクリエーション事業 

─ 

教職員の健康維持、増進を図るためスポーツ交流会を開催

した。 

 

（３０１千円） 

 教育委員会が教職員の厚生事業の一つとして軽スポ

ーツ等を実施している。事業主体である教育委員会が

参加賞を配布してきた。 

１-７-１０ 教職員海外派遣補助金 

Ｂ 

独立行政法人「教員研修センター」教育課題研修に１８人、

千葉市派遣として１０人を派遣した。 

 

（５，３００千円） 

 小・中・特別支援学校の教職員を海外に派遣し、海外

の教育事情等への識見を広めさせ、成果を本市学校

教育に還元する。千葉市独自及び独立行政法人「教

員研修センター」の主催による海外研修の派遣事業に

対する補助金である。 

１-７-１１ 千葉市教育研究委託事業 

─ 

合計２８部会が研究主題を設定し、それぞれの研究課題に

沿った研究実践を行った。 

 

（３，０１０千円） 

 千葉市の児童生徒が、千葉市で学ぶ誇りと喜びを感

じ、「生きる力」を身につけさせる指導力をつけるため、

千葉市教育研究会に、本市学校教育の課題解決に向

けた研究を委託する。 

１-７-１２ 教職員研鑽事業（教職員美術展） 

─ 

１００人の市内教職員による作品展で、開催期間中に研修会

を行った。 

 

（２９１千円） 

 表現教科に携わる指導者の専門的知識の向上と自ら

の感性の向上を目指し、作品発表の機会とする。 
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１-７-１３ 指導資料作成事業 

Ｂ 

「千葉市学校教育の課題（２１世紀を拓く）」を４，８００部印刷

し、全教職員に配布した。 

 

（５７５千円） 

 千葉市のめざす教育方針・指導方針について課題認

識、共通理解を行うため「千葉市学校教育の課題」を

発行し、教育委員会職員及び教職員全員に配布する

ものである。 

１-７-１４ 社会科指導資料作成事業 

─ 

４回の作成委員会を経て、社会科指導資料集（小学校用）を

３００部発行・配布した。 

 

（１７３千円） 

 小・中学校の社会科学習における指導資料集を、編

集委員会を立ち上げて作成し、各小・中学校に配布す

る。隔年で小・中学校別に作成し配布している。 

１-７-１５ 教育研究奨励賞 

─ 

２１教科・領域から２５人を表彰した。 

 

（１６９千円） 

 小・中・特別支援学校の教職員対象に、各教科等にお

いて、研究・実践活動が特に顕著な教職員を表彰す

る。対象者が他の教職員に対して範となるようにする。 

１-７-１６ 教務主任研修会報告書作成事業 

─ 

報告書は２６０部印刷し、各学校及び新任教務主任、委員会

事務局等に配布した。 

 

（１４９千円） 

 小・中・特別支援学校教務主任会では、主に教育課程

にかかわる内容について研修を行い、１年間の研修

成果を報告書にまとめる。報告書ですぐれた研究や実

践を紹介することで、各学校の教務主任や他の教職

員が研修を深める。 

１-７-１７ 研究校実践報告書作成事業 

─ 

報告書を２５０部印刷し、各学校及び教育委員会各課、指導

課・両教育センター指導主事等に配布した。 

 

（１，６５３千円） 

 研究学校実践報告書を作成し、全市の小・中・特別支

援学校及び関係機関に配布する。教職員が研究学校

の研究成果を活用することにより、各学校の教育活動

の改善に生かす。 

１-７-１８ 小中学校研究学校事業 

─ 

小学校１０校、中学校６校を指定した。 

 

（１，１６４千円） 

 小・中・特別支援学校教職員を対象に、教育課題解明の

ため研究校を指定し、教育活動の研究を行う。その研究

学校の成果を教職員が学ぶことにより、各学校の教育活

動の改善に生かす。 

１-７-１９ 教職員研修検討事業 

─ 

２回の教職員研修検討委員会を開催し、千葉市教職員研修

の体系及びそれに基づく研修の在り方について検討した。ま

た、教職員研修用資料を作成し各学校に配布した。 

 

（４０千円） 

 教職員研修検討委員会を年２回開催し、ニーズに合

った研修事業、研修内容等の検討・改善を行う。小・

中・特別支援学校教職員の研修への積極的な参加を

促す。 

１-７-２０ 教科指導員 

Ｂ 

６１人の教科指導員が延べ２０６回、市内小・中学校で教科

指導を行った。 

 

（６６５千円） 

 市の教育施策、学校教育の課題に基づいて、校内研

修の推進をはじめ学校教育の充実及び振興を図るた

め、教育に関し識見を有し、かつ教科等について専門

的能力を有する指導者を市内小・中・特別支援学校

へ派遣する。 

１-７-２１ 現場研究員 

Ｂ 

４5人の現場研究員が、勤務校にて 1年間の実践的な研修

を行い、その成果をまとめた報告書を小・中・特別支援学校

に配布した。 

 

（２９１千円） 

 千葉市学校教育の課題解明のために、教員に、勤務

校において自己の研究テーマの解明にあたる現場研

究を委託し、各学校の研究の推進者を育成する。 

１-７-２２ 幼保小関連教育推進事業 

Ｂ 

小学校の推進指定校を１４校指定し、その小学校に関連す

る幼稚園９園、保育園１２園と連携して事業の推進を図っ

た。 

 

（１１１千円） 

 行政区ごとに小学校の推進校を指定し、近隣の幼稚

園等との交流や、共同での研修などを推進することに

より、幼・保・小関連教育の推進を図る。 
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１-７-２３ 内地留学 

Ｂ 

内地留学生数 ２０人。 

その研修成果をまとめた報告書を２５０冊印刷して、市内全

小・中・特別支援学校に配布した。 

 

（２，３７５千円） 

 小・中・特別支援学校教職員対象に、他府県での１０

日間の研修と在籍校での実践研修を通して、各教科

及びその他の教育活動に関する専門的資質を向上さ

せ、千葉市学校教育の課題解明を図るとともに、子供

の教育に資する。 

１-７-２４ 「千葉市の特別支援教育」作成事業 

─ 

４００部印刷し、小・中・特別支援学校、県内特別支援学校

等に配布した。 

 

（１２３千円） 

 小・中・特別支援学校の教職員を対象とし、千葉市の

特別支援教育に関する統計資料の作成をする。 

１-７-２５ 中学校センター事業（技術・家庩） 

─ 

年１回２日間実施し、技術分野では、製作をとおして塗装技

術等を研修し、家庩分野では、教材作成をしながら環境教

育に関する研修を深めた。 

実技研修や情報交換などを実施する。また、作成した教材

は、各学校の学習指導の中で活用されている。 

 

（６７３千円） 

 センター運営委員１０人が、技術・家庩科教員を対象

に実技の悉皆研修を実施し、教科指導能力の向上を

めざす。 

１-７-２６ 小・中・特別支援学校教員用教科書等購入貹 

─ 

小・中・特別支援学校の学級増、尐人数指導、初任者研修指

導教員等に対応するために必要となる教科書・指導書を貸不

した。 

 

（４，２５３千円） 

 小・中・特別支援学校の教員を対象に、教師用の教科

書・指導書等を当該教師に貸不し、各学校において授

業の充実・改善を図る。 

１-７-２７ 教職員ヘルシーシステム（心身の健康相談） 

Ａ 

精神科医によるメンタルヘルス向上のための年代別研修会

を年２回開催した。 

学校医（産業医）等が小学校１２校、中学校６校を巡回訪問

し、教職員に対してメンタルヘルス向上のための講話と希望

者への面接相談を行った。 

（貢献度Ａの理由） 

学校医（産業医）による学校への巡回訪問及び教職員への

年代別メンタルヘルス研修会の実施により、教職員のメンタ

ルヘルスへの意識が高まった。 

 

（４５１千円） 

 小・中学校の教職員を対象としたメンタルヘルス研修

会の開催、学校への学校医等による巡回訪問、メンタ

ルサポート委員会の開催により、教職員のメンタルヘ

ルス向上を図り、精神疾患による長期休職を未然に防

ぐ。 

１-７-２８ 教育センター管理運営事業 

─ 

委託業務の見直しと適正価格の維持に努めた。運営協議会

における協議・指摘事項を各部門の課題として位置づけ、業

務執行に努めた。 

 

（２４，８３７千円） 

 教育センター事務事業の円滑な推進を図るためのセ

ンター内各部門間及び関係部局との連絡調整。庶務・

施設設備の維持管理、評価機関であるセンター運営

協議会の実施。 

１-７-２９ 教育センター教育研究事業 

─ 

「子どもの学習や生活の意識に関する調査研究」「教職員の

研修のあり方に関する研究」「確かな学力の育成を目指す教

科指導法に関する研究」「体験活動に関する研究」「教育情

報の発信に関する研究」「情報教育の指導法に関する研究」

「予防的教育相談のあり方に関する研究」を推進し、研究紀

要及びリーフレットを配布し、研究内容の還元に努めた。 

 

（２，４７８千円） 

 新しい時代の教育の創造を目指して、教育課題を解

明するために学校現場のニーズを捉えた研究を進め

る。 

１-７-３０ 教育広報事業 

─ 

「教育センターだより」を３回、「教育センターニュース」を４回

発行した。教育情報のデータベース化の推進と教育センタ

ーホームページによる提供をすすめている。 

 

（６，７５４千円） 

 本市の教育課題や社会の要請に応える教育実践を推

進するため、教育に関する広報及び教育資料や情報

の収集及び活用に関する業務を行う。 
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１-７-３１ 情報教育支援員配置事業貹 

Ｂ 

情報教育支援員 小・中・特別支援学校担当４人、高等学校

担当１人、情報技術支援員１人を配置。 

学校のニーズに即した対応を行い、学校におけるネットワーク

活用支援に成果をあげた。また、支援員が校内研修の講師等

を行い、教員のコンピュータリテラシーの向上に効果をもたら

している。 

 

（１２，０７０千円） 

 民間の情報処理技術者を教育センター及び市立高校

へ配置し、各学校からの情報ネットワークを利用した授

業等の教育活動の補助、相談依頼事項に対応する派

遣を行い、情報教育の推進を図る。 

１-７-３２ 教育センター教職員研修運営事業（基本研修） 

Ｂ 

初任者１７９人、５年経験者１２６人、１０年経験者２８人、２０

年経験者４４人の研修を実施。また、新任校長６８人、教頭５

９人、教務主任４８人の研修を実施した。指定研修としては

学校事務職員研修Ⅱ・Ⅲ合わせて４０人の研修を実施した。 

 

（１４，２６１千円） 

 教職経験年数の節目において、必要とする資質力量

の向上を図る。新任時や昇任時に職務上必要な基本

的事項を学び、各職の見識と技能の向上を図る。 

１-７-３３ 教育センター教職員研修運営事業（専門研修） 

Ｂ 

「指導と評価」に関する講座(２７講座)、「情報教育の推進」に

関する講座(１３講座)、「子どもの理解と支援」に関する講座

(８講座)、「今日的課題と新しい学校づくり」に関する講座(１１

講座)、「教職員の幅広い教養」に関する講座(７講座)を実施

し、延べ４，１９８人が受講。また、新設した出前講座（各学校

の教育活動を支援する講座）を３１校で実施、夜間講座（教

科指導法の基礎講座）を１１６名が、また休日講座（学級経

営力向上に役立つ講座）を７７名が受講した。 

 

（２，７９６千円） 

 教職員が持つべき資質力量の向上を図るため、教職

員の多様なニーズに対応するとともに、これから必要

とされる能力を身に付けるための教職員研修を企画・

実施する。 

１-７-３４ 養護教育センター教育研究事業 

─ 

「ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生徒への望ましい教

育的対応の在り方について－中学校段階における対応の在

り方－」を研究主題として教育研究を行った。 

 

（７５６千円） 

 障害の多様化に応じた児童生徒のニーズの把握、指

導と評価、課題解決のための教育研究を行う。 

１-７-３５ 養護教育センター教職員研修運営事業（基本研

修） 
Ｂ 

基本研修３講座を実施し、１０８人の受講者があった。 

 

（１３０千円） 
 教職員研修の節目に、各層に必要な資質力量の向上

を図る。 

１-７-３６ 養護教育センター教職員研修運営事業（専門研

修） 
Ｂ 

専門研修１９講座を実施し、１，１０１人の教職員や市民の受

講があった。 

 

（１，５１１千円） 

 専門分野の実践的指導力や経営力を高めるとともに、

社会の変化に対応する資質力量の向上を図る。 

１-７-３７ 教育広報事業（養護教育センター） 

─ 

特別支援教育に関する図書４０冊、定期刊行物５０冊、資料

４１冊、ビデオ１本を収集、図書室での閲覧や貸出を行った。

ホームページの更新、養護教育センターだよりの発行（年２

回）、ガイドブック「つなげよう特別支援教育」の発行を行っ

た。 

 

（１，１７０千円） 

 

特別支援教育に関する情報、図書、資料等を収集・整

理し、関係職員の利用に供するとともに、広報を通して

情報を提供し、広く特別支援教育の理解推進を図る。 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、概ね目標が達成されている。教職員の資質・力量向上のため、各種研修が実施さ

れている。特に、教職員ヘルシーシステムにより、教職員のメンタルヘルスに関する意識の向上を図る取り組み

は高く評価できる。加えて、苦情相談件数増加への対策に関係し、苦情相談に応えるための対策の１つとして、

教職員研修を実施する必要がある。 
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基本事業１－８ 家庭・地域との積極的な連携 

 

●基本事業の概要 

・次代を担う子どもたちの可能性や個性を伸ばし、生きる力を育み、豊かな人間性や創造性、社会性を養うには、

学校・家庭・地域社会が密接な連携のもとに、それぞれの教育力を高めていくことが求められている。本市が、

平成５年度から全国に先駆けて取り組んだ「地域ぐるみ教育推進事業」は１４年度で終了したが、その成果を継

続・発展させるため、１５年度から「学校･家庭･地域連携まちづくり推進事業」をスタートさせた。 

・学校･家庭・地域三者の連携には、広報活動の充実が重要である。４年度から広報紙「教育だより ちば」を発

行している。また、１４年度からは、保健福祉局と連携し、子育て支援情報紙「いきいき子育て」を年２回発行

している。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誮、何に対して働きかけるか） 

  保護者・地域住民 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  学校教育を理解し、参画してもらう。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１８年度 １９年度 ２０年度 

目標値 

（目標年度） 

学校･家庩･地域連携まちづくり推進事業に参加した児

童・生徒、保護者・地域住民数 
人 49,394 61,733 

70,815 

(目標達成) 

70,000 

（２２年度） 

●平成２０年度の評価 

・「学校･家庭･地域連携まちづくり推進事業」は、６年が経過し、小・中学生の代表を推進会議に出席させるなど、

子どもたちの視点から地域を見つめさせ、地域に対する愛情をはぐくんでいる。各地域において、ユニークで工

夫あふれる取組みが展開されており、成果をあげている。 

・広報紙「教育だより ちば」は現在発行部数約９万部であり、本市の教育を多様な観点から紹介し、教育広報

として極めて重要な役割を果たしている。 

●今後の誯題及び基本事業等への反映方針 

・「学校･家庭･地域連携まちづくり推進事業」においては、事業の趣旨が地域に十分理解され、成果指標の目標値

を達成した。目標値については、今後見直しを行い、数値の達成のみならず内容が更に充実するよう、各学校に

働きかけていきたい。 

・広報紙については、市民にわかりやすい紙面づくりに努める。 

●基本事業を構成する事務事業 

事 務 事 業 名 
貢献度 平成20年度事務事業の実施状況及び決算額 

 事業の概略 

１-８-１ 「教育だより ちば」発行事業 

─ 

年５回（４・７・１０・１月）発行、各号８７，０００部（年度初回号

は１１５，０００部）を作成した。 

臨時号（５・２月）を発行、７５，０００部及び８５，０００部を作

成した。 

（５，９１７千円） 

 本市の教育施策・事業や学校教育の話題、生涯学習

情報を、広く保護者や市民に提供する教育広報紙を

発行するものである。 

１-８-２ 「いきいき子育て」発行事業 

─ 

年２回（９・１月）発行、各号８８，０００部を作成した。 

 

（１，４０７千円） 

 教育委員会や市長部局の子育て支援事業等を、広く

保護者や市民に提供する子育て支援情報紙を発行

するものである。 
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１-８-３ 学校・地域・家庩連携まちづくり推進事業 

Ａ 

全５６中学校区が「まちづくり推進会議」を設置し、活動計画

により計画的に実践を行った。児童生徒６１，８１６人、保護

者５，７４３人、地域関係者３，２５６人の参加があった。「地

域花いっぱい運動」や「地域清掃」等の活動を実施した。 

（貢献度Ａの理由） 

児童生徒の参加数が大幅に増えるなど、参加者が増加し

ている。 

 

（５，２７５千円） 

 

各中学校区に学校・家庩・地域関係者をメンバーとす

る「まちづくり推進会議」を設置し、住みよいまちづくりに

取り組むことを通して、児童・生徒の地域に対する愛情

や愛着の気持ちを育てる。 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて、十分に目標が達成されている。「学校・家庭・地域連携まちづくり推進事業」への

参加者は年々増加しており、その効果が明らかになっていると判断できる。 

 

 


